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成果報告 

 

    加工貿易雖然已經佔中國外貿總額的一半，但是學術界對於加工貿易的了解

還是相當有限，本研究試圖以田野調查、文獻考察、問卷調查的方式來深入研究

加工貿易。 

    首先本文想以問卷調查的方式，證明加工貿易對於中國本土企業的科技移轉

效果。但是礙於問卷回收率低（對約八百家台商，發送問卷三次，卻只有十四份

的問卷回收），因此沒有理想的研究成果。 

不過，透過田野調查與文獻考察的方式，對於加工貿易的研究，得到相當好

的成效。尤其將會有一篇論文，刊登在日本頂級期刊，預計可以成為日本學術界

加工貿易的重要參考文獻。 

以田野調查與文獻考察的方式，對於加工貿易的研究，有三項的具體研究成

果。一次日本中國經濟學會的論文發表與一篇是已經出版的日文論文，以及一篇

即將出版的日文論文(審稿意見為修改後刊出)。詳細情形如下。 

 

1 

郭永興 (2008)。中国加工貿易におけるロビー活動－取引費用の観点からの分

析。第 7 回中国経済学会全国大会。東京。 

中譯: 郭永興 (2008)。中國加工貿易中的遊說活動－交易成本觀點之分析。第七

屆中國經濟學會全國大會。東京。  

 

2 

郭永興（2008）。転換期に立つ中国の来料加工制度－ 深圳テクノセンターを事

例に。経済論叢（京都大学経済学会発行），182 巻 2 号，p. 50-67。 

中譯: 郭永興 (2008)。轉換期中的中國來料加工制度－以日技城為例。經濟論叢

（京都大學經濟學會發行），182 卷 2 號，p. 50-67。 

 

3 

郭永興。中国加工貿易 30 年(1979-2008)―中国政府の政策と外資企業のロビー

活動の相互作用を巡る制度変革の分析。アジア経済。（註：此期刊『亞細亞經

濟』，為日本政府智庫亞細亞經濟研究所發行的學術期刊，在日本的發展經濟學、

區域研究以及中國經濟研究領域內，歷史最久也被視為難度最高的期刊，雖然日

本國內沒有類似 SSCI 的期刊排名，不過該期刊在日本文部省的教授升等審查

中，列名評價給點最高級的期刊之中。過去十年間，除了筆者 2006 年的一篇論

文外，沒有台灣學者在這期刊中，發表過經濟學類的學術論文)。。 

中譯: 郭永興。中國加工貿易 30 年(1979-2008)―中國政府政策與外商遊說活動

所構成之制度變遷研究。 亞細亞經濟(審稿意見為修改後刊出)。 

 



由於日本中國經濟學會的發表論文，在期中報告中已經附上，本成果報告僅

附上第二項及第三項研究成果（第三項研究成果因還在修改中，因此附上草稿）。 
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中国加工貿易 30 年(1979-2008) 

―中国政府の政策と外資企業のロビー活動の相互作用を巡る制度変革の分析 
 

郭 永興 
 

はじめに 

 

加工貿易制度は、中国の急速な経済成長に大いに貢献してきた。このような

見解は、中国経済の標準的な教科書に掲載されるほど、広く認められている1。

中国政府は 70 年代末に、改革開放政策に転換したと同時に、加工貿易を奨励

してきた。その結果、80 年代以後、中国の国際貿易に占める加工貿易の割合

は徐々に上昇し、90 年代以後約 4割～5割を占めるようになった。特に、中国

の輸出に対する加工貿易の比率は、1995 年以後常に 5 割を超えている。加工

貿易は中国の農村余剰労働力の吸収と貿易黒字の維持に最も重要な役割を担

っている。（黒田 2001；関 2002；加藤弘之 2003；大橋 2003；Gaulier, Lemoine 

& Ünal-Kesenci 2007） 

ところが、中国加工貿易制度については、これまで十分に研究されてこなか

った。これまでの加工貿易に関する研究は、マクロ的な統計データに基づき、

中国の経済成長における加工貿易の役割や加工貿易における外資企業の国際

分業等のテーマに集中する分析が多い。例えば、崔(2002)、Lemoine & 

Ünal-Kesenci(2004)、王(2005)、Gaulier, Lemoine & Ünal-Kesenci(2007)等

が挙げられる。後述するように、近年、中国政府が本格的な加工貿易に対する

引締め策を実施するまで、加工貿易に関連する貿易や投資データは安定かつ成

長基調で、そのようなデータを引用する研究者は自然に、加工貿易制度は安定

的なものであると仮定してきた。 

だが、加工貿易制度の発展は決してスムーズな過程ではなかった。中国政府

は 70 年代末に加工貿易を認可した後、80、90 年代には、加工貿易を通じて多

発した密輸と脱税問題への対応を迫られ、加工貿易制度の修正に追われた。同

時に加工貿易の主役の外資企業は、密輸対策により、頻繁に変更される加工貿

易制度に大きな影響を受けた。このような加工貿易制度に関する動態的な分析

は、マクロ的な統計データに基づく研究では行われてこなかった。 

また、フィールドワークに基づいた加工貿易の研究は、加工貿易制度の解明

に大いに貢献したが、制度の変化についての分析は少ない。例えば、黒田（2001）、

関（2002）、郭(2006)等が挙げられる。その理由は、彼らの研究の対象期間は、

                                                 
1 例えば、欧米の大学で中国経済の教科書としてよく使われている： The Chinese Economy: 
Transitions And Growth (Naughton 2007)には、国際貿易、外国投資の二章に渡り、加工貿易

は中国の国際貿易の原動力として、大きく取り上げている。   

rainbowsky
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当然のことながらフィールドワークが行われた時点に限定され、歴史的な制度

変化を研究できなかったためだ。そこで、本稿では、現地でのヒアリング調査

と文献収集、特に加工貿易が発足してから 30 年間の政令を詳細に検討するこ

とによって、1979 年から 2008 年まで加工貿易の制度変革とその背景を解明す

る。 

 中国加工貿易の歴史的変遷においては、本論文では以下のように考える。80

年代から 90 年代にかけては、加工貿易に関わる密輸問題を巡って、政府の規

制策と外資企業の働きかけ（以下では、こうした外資企業による政府への働き

かけをロビー活動と呼ぶことにする）の間の動態的な相互作用は加工貿易制度

の変革の大きな原動力であるが、2000 年以降、外資企業のロビー活動の影響

力は著しく減少した。これにより、2000 年以降、加工貿易制度の変革がほぼ

中国政府の一方的な意図によって決定されることになった。なぜ近年、中国政

府の加工貿易政策が外資企業のロビー活動に影響されなくなったのだろうか。

その理由としては、中国政府の政策方針が、密輸問題を解決することから貿易

摩問題を解決することへ転換したことが考えられる。 

加工貿易制度の成立当初、外資企業がもたらす貿易黒字は、中国に欠かせな

い外貨の取得の手段であった。ところが、加工貿易においては、高い関税と増

値税から密輸が多発した。中国政府はこうした密輸問題に対処するため、80

年代から 90 年代の終わりまで様々な制限措置を導入してきた。これらの規制

策は、外資企業の生産コストや資金コストを増加させた。それに対し外資企業

は規制策を緩和させるよう、中国政府へのロビー活動を行うようになった。中

国政府は外資企業がもたらす外貨に配慮し、外資企業の要望に一定程度応じる

緩和策を含んだ新たな制度を実施した。 

しかし、2000 年以降、外資企業がもたらす貿易黒字は、人民元の切り上げ

を圧迫し始めた。中国政府は貿易黒字を解消するために、労働集約型の外資企

業を加工貿易から排除しようとした。そこで、中国政府は 90 年代に確立され

た保証金台帳制度等の抑制政策を活用し、労働集約型の外資企業へ厳しい規制

を与えた。その動きに対し、外資企業は規制が再び緩和されるように、大規模

なロビー活動を行った。ところが中国政府による引締め政策は、ほとんど緩和

されず、労働集約型外資企業の経営環境は著しく悪化した。2008 年 8 月以降、

中国政府は世界的不況による輸出鈍化を改善するために、暫定的な加工貿易の

緩和策を打ち出しているが、後述するように、これらの緩和策はいずれ中国政

府の意図により、停止されることが想定される。 

以下の各節では、70 年代末中国の改革開放の開始と共に生まれた加工貿易

制度において、2008 年までの中国政府と外資企業の動態的な相互作用を詳し

く分析する。本論文の構成は以下のとおりである。第Ⅰ節では、80 年代を中

心に加工貿易制度の成立過程とその後の変化を説明する。第Ⅱ節では、90 年

代に、中国政府が加工貿易の密輸問題を解決するために導入した抑制措置とそ
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れによる外資企業の大規模なロビー活動を分析する。第Ⅲ節では、まず、近年

中国政府が実施した貿易摩擦問題の解決策としての加工貿易引締め政策と、外

資企業によって再び行われた大規模なロビー活動を分析する。その後、世界的

不況に伴う中国政府の加工貿易に対する緩和策を説明する。結論ではこれまで

の議論を総括する。 

 
Ⅰ 70 年代末と 80 年代―制度の成立とその仕組み 

 
1. 加工貿易の成立 

加工貿易制度の始まりは、1979 年の 3月と 9月に、中国国務院が「以進養

出試行弁法」と「展開対外組み立て加工と中小型補償貿易弁法」（国発[1979]220

号）という加工貿易に関する法令を発表したことにある。この二つの法令は、

来料加工と補償貿易という形式の加工貿易2を認めた。当時の来料加工とは、

外国企業が原料や資材を中国に搬入し、中国の国営企業もしくは集団企業（郷

鎮企業）へ組立・加工を委託し、全ての完成品は外国企業が引き受けて海外へ

輸出し、中国企業は外国企業から加工費を受け取る、というものであった。補

償貿易とは、外国企業が設備機械、技術などを中国の国営企業と集団企業に輸

出し､そうした企業が当該技術､設備により生産した製品を外国企業に渡すこ

とを通じて、輸入代金を返済する方式である3。 

加工貿易の基本構造も 1979 年に発表されたこの二つの法令によって決めら

れた。この基本構造とは以下の 2つである。第 1に中国政府が外貨獲得を目的

に4、その手段として加工貿易を認可すること、そして第 2 に加工貿易を振興

するために、中国政府が加工貿易企業に優遇政策を与えることである。後者の

優遇政策の中で、最も重要な措置は加工貿易用の輸入中間財及び生産設備の関

税が免除されることである5。この仕組みによって、高関税が存在するにも関

わらず、加工貿易企業は生産活動と国際貿易を行う際、関税障壁を回避できる

のである。ところが、高関税による内外価格差は、加工貿易企業に密輸のイン

センティブを与えた。それは、加工貿易企業が保税で輸入した中間財及び生産

設備を違法に国内市場において転売することにより利益を得ることができる

ということだ。 

中国政府6は加工貿易による密輸問題を防ぐために、1982 年に「税関対組み

                                                 
280 年代には、来料加工だけでなく、来件加工と来様加工という形式の委託加工貿易も形成さ

れた。来料加工とは外国企業が中国企業に材料を提供する方式である。また来件加工・来様加

工とは部品とサンプルを提供する方式である。中国側では、来料加工、来件加工、来様加工と

補償貿易を合わせて「三来一補」と呼ばれる。 
3 国発[1979]220 号第 1条。 
4「以進養出試行弁法」の端書きと国発[1979]220 号第 2条に加工貿易の目的は外貨の獲得で

あると明記された。 
5「以進養出試行弁法」第 14 条と国発[1979]220 号第 11 条。 
6 ここで説明しておきたいのは、中国中央政府と地方政府は共に公的機関でありながら、加工
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立て加工と中小型補償貿易輸出入貨物監督管理及び徴免税規則」（[82]外経貿

関字第 4号）を実施した。この法令において、中国政府は加工貿易企業に対す

る基本的な管理方法を定めた。重要な点は以下の 2点である。第 1に、保税品

を登記手帳により管理することである。加工貿易企業は通常海外企業からの委

託加工契約書を証明に、所轄税関へ加工契約内容を登録し、「組み立て加工と

中小型補償貿易輸出入貨物登記手帳」（以下、登記手帳と呼ぶ）を申請しなけ

ればならなかった。それに加えて、上記法令では加工貿易企業は保税の中間財

及び生産設備を輸入する際、また保税の中間財で製造された商品を輸出する際、

通関の手続きを行うと共に、登記手帳に会社が所有する保税の資材の状況を登

録‧更新することを義務付けた。第二に、税関は保税品に対する全面的な監視‧

管理権を付与された。すなわち加工貿易に関わる保税品について中国国内の全

行程にわたって、つまり輸入されてから輸出されるまでの全ての過程において、

税関は保税品の監視‧管理権を保有することとなったのである。なお、加工貿

易企業には保税品の輸入、在庫、輸出に関する全ての書類を揃えることが義務

付けられた。また税関はいつでもこれらの書類を検閲する権利を与えられた。 

80 年代にはこうした加工貿易制度の基本ルールの制定に加えて、もう一つ

の重要な法令が存在した。それは 1984 年に施行された「中国増値税条例（草

案）7」（国発[84]125 号）である。増値税とは、中国国内における物品の販売、

輸入及び工業的役務（加工、修理、組立）の提供に対する付加価値税の性格を

もつ租税である。それは輸入も含む各取引段階の付加価値を課税標準として課

される一般消費税としての性格も合わせ持っている(朴木 2004)。ところが、

中国政府は輸出を奨励するため、再輸出目的の輸入品の増値税を免除すること

（来料加工の場合）と、物品が輸出される際に既に支払われた増値税を全額還

付すること（一般輸出と進料加工の場合）を定めた。この特例により、増値税

に関する加工貿易企業の租税負担は、完全に無くなったのである。 

  

2. 加工貿易における外資企業 

80 年代には、加工貿易における外資の役割が大きく変わった。来料加工制

度が進展し、進料加工制度が確立されたことによって、外資は委託加工の依頼

者から生産工場の実質的な管理者に変化したのである。前述したように、70

年代末、中国政府は来料加工という形の加工貿易を認めた。最初の法令による

来料加工とは、外資が生産過程を中国の既存の国営企業か集団企業に委託する

ものであり、中国側は生産工場を所有し、生産管理を行うものであった。とこ

                                                                                                                                            
貿易制度においては、それぞれ異なる姿勢が見られることである。例えば、近年、中国中央政

府は、管理の強化のために、来料加工企業を進料加工企業に変更することを促進するような政

策を多く打ち出したが、地方政府は自らの利益を確保するため、来料加工企業を進料加工企業

に変更するという政策を支持していない(大珠三角商務委員会＆香港貿易発展局研究部 2007)。

従って、本論文では中国の政府機関を中央政府と地方政府に区別して分析する。なお、以下で

は中国中央政府を中国政府、省級以下地方政府を地方政府と省略する。 
7 中国では、「草案」は暫定法律を意味し、実行を伴うものである。 
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ろが、80 年代後半から、香港企業と広東省の郷鎮や村政府の調整によって、

新たな形の来料加工が編み出された（関 2002）。この広東式委託加工では、中

国側の郷鎮や村政府の役割は、工場を建設し、賃貸方式で外資に提供し、また

名目上の工場長一名を工場に派遣するのみである。このような工場は、名目的

には地元政府の集団企業に属したが、生産活動に関わる業務は実質上外資企業

の駐在員によって管理された。このような加工貿易企業は、中国で企業登記を

せず、外資企業の法人格を持たないので、統計上中国での外資直接投資と見な

されない。しかし実際には直接投資のような工場運営を行っていた。外資企業

にとって来料加工の大きなメリットは、工場運営の初期費用が低いだけでなく、

郷鎮や村政府に加工費や工場の賃貸料金さえ払えば、地元政府の保護下に置か

れ、中国での経営リスクが減少できることである。  

 来料加工は 80 年代から、加工貿易の主な形式の一つになったが、来料加工

における外資は中国での正式な法人格がなく、税務を含む外資企業の各優遇策

を受けられなかった。加えて来料加工の場合、製品の 100%海外輸出が定めら

れたので、国内市場を意識する外資企業は、直接国内販売ができる進料加工方

式に傾いた。進料加工とは、外国の依頼側が原材料などを有償で外国企業の現

地法人を含む中国企業に提供し、保税にて中国国内で加工され、その後有償で

外国の依頼側へ再輸出されるという加工貿易である8。進料加工は来料加工と

よく似ているが、進料加工の輸出入ではそれぞれ決済が行われるので、外資は

貿易権を有する現地法人を設立しなければならない。中国における外資独資企

業や中外合弁企業の増加と共に、85 年以降、進料加工方式の加工貿易は急速

に成長し、89 年の輸出入総額では来料加工を抜いて9、最大規模の加工貿易方

式になった(黄・陳 2004)。中国政府は拡大する進料加工を管理するために、

1988 年、「税関の進料加工輸出入貨物に対する管理弁法」([88]署貨字第 403

号)を発表し、進料加工に対して来料加工と同じように、関税と増値税に関す

る優遇を与えることと、保税品が登記手帳で管理することを定めた。 

前述したように、中国政府は外貨獲得を目的に、加工貿易制度を作り上げた。

また、加工貿易を盛んにするために、様々な外資企業優遇政策を導入した。一

方、香港、台湾及び日本を中心する東アジア諸国の外資企業は中国の安い労働

力を目当てに、中国の華南地域と華東地域を中心に進出してきた。その結果、

80 年代以後、中国の国際貿易に占める加工貿易の割合は徐々に上昇し、90 年

代に入ると、約 4割か 5割まで占めるようになった。特に、中国の輸出に対す

る加工貿易の比率は、1995 年以後、常に 5 割を超えている。加工貿易は中国

の貿易黒字と外貨の最も重要な獲得源になるまで成長した（張曙宵 2003；井

上 2007a、2007b）。 

                                                 
8 来料加工企業の収入は外国の依頼側から振り込まれる加工費であるのに対し、進料加工企業

の収入は、外国の依頼側との輸出入取引の差額である。 
9 来料加工が盛んな広東省では、進料加工の輸出入総額が来料加工を抜いたのは 1994 年であ

った（山本 2003）。 
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3. 加工貿易の成立とともに生じた密輸問題 

加工貿易おいて、高い関税と増値税から生じる密輸の問題は終始絶えなかっ

た。加工貿易に関わる密輸問題の解決のために中国政府が初めて発表した政令

は、1984 年 5 月に税関総署が出した「経貿部と税関総署の来料加工の審査管

理及び違法行為の制止を強化する緊急通告」([84]署貨字第 381號)である。こ

の政令からは、当時中国政府が加工貿易による密輸の実態を把握しきれていな

かったことが伺える。たとえばその緊急通告中に紹介されている、綿・ポリエ

ステル混紡糸と混紡布の加工貿易を利用して、ポリエステル糸を密輸した事件

における政府の対応を紹介しよう。その事件がどういうものであったかと言う

と、ある加工貿易企業が当初、国産綿糸と保税の輸入ポリエステル糸を材料に、

ポリエステルと綿の比率を 73：27、或いは 60：40 として混紡糸と混紡布を加

工し、海外へ輸出すると税関に申告した。ところが実際には輸出された混紡糸

と混紡布には、綿の割合が申告された比率よりかなり高く含まれていた。最終

的にその企業は、使わなかったポリエステル糸を国内市場に転売し、利益を上

げるという密輸行為を行ったのである。中国政府はこの密輸事例を受けて、以

下の二つの対策を打ち出した。第 1に、焦点になった綿・ポリエステル混紡糸

と混紡布の加工貿易については、製品が輸出される前の全面検査を義務付けた。

第 2に、「自査自報」というキャンペーンを行った。その内容は、全ての加工

貿易企業を対象に、関税の脱税行為があるかどうかを企業自らが検査し、そし

て自ら追徴金を上納すれば、密輸行為があっても、税関が寛大に措置する。一

方、自査自報を行わない企業において、もし脱税行為が発見された場合、通常

より厳しいに処分が下されるというものである。 

 もし、中国政府が加工貿易実態を完全に把握することができていたならば、

企業を威嚇するような「自査自報」活動を導入しなかったであろう。なぜ中国

政府は、加工貿易における保税品の輸出入状況を確実に掴めなかったのだろう

か。その理由は以下のように考えられる。つまりポリエステル糸密輸事件を通

じて分かるように、加工輸出製品における保税原料の品目・割合に関して、税

関の検査を通じてその製品を詳しく調べない限り、ある製品が違法な製品であ

るかどうか把握できないのである。しかし、当時の税関の体制では関税の人員

配置よりも加工貿易企業数の方が遥かに多く、加工貿易工場の立地場所も管理

されず各地に分散していた。またもうひとつの問題として、加工貿易において

は「転廠」（深加工結転とも呼ばれる）という企業間の保税品の取引システム

がよく運用されていた。転廠が行われる場合、保税品は、複数の工場をまたい

で加工、移転されるので、税関にとって、最終の輸出製品に使用される保税材

料の品目・割合の把握が一層難しくなっていたのである。なお、転廠を行う企

業がそれぞれ別々の地方税関に管轄される際には、その取引は所轄税関を越え

るために、管理の隙間が多くなり、保税品の密輸と脱税の可能性が高くなるこ
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とが分かっている（郭 2006）。 

中国政府は、加工貿易を利用した密輸活動による経済的損失10を削減するた

めに、80 年代から様々な制限措置を導入してきた。89 年には、税関総署、財

政部、経貿部、人民銀行、国家税務局という五つ中央政府機関が共同で「来料

加工の輸入材料の保証金徴収に対する税関総署等五機関の通知」（[89] 署監一

第 454 號）を発表‧実施した。この新措置は、来料加工の保税品を粗雑に管理

する企業、密輸歴があった企業、又は税関によって重点的に管理されている輸

入材料を扱う企業は、加工貿易を行う前に、所轄税関に保証金を納めなければ

ならないと規定するものである。一度これらの企業がルール違反や密輸の行為

を行った場合、税関は、直接に保証金から税金と罰金を徴収することができる

のである。ところがこの通告からは、当時の中国政府が外貨に対する需要が強

いために、加工貿易企業に対して寛大な姿勢を取っていることが伺える。たと

えばこの通告では、ほとんどの加工貿易企業は保証金の納入が不要であると強

調された。また、もしも保証金の納入が困難であったとしても、銀行を通じて

保証金用のローンを組むことが可能であると規定された。 

 

Ⅱ 90 年代の制度変化－中国政府の密輸対策と外資企業のロビー活動の間の

相互作用による変革 

 

1. 密輸問題11に対する厳重な取り締まり 

前節で説明したように、加工貿易においては、高い関税と増値税から密輸が

多発した。中国政府は密輸を取り締まるために、80 年代から様々な措置を導

入してきた。加工貿易による密輸問題の激しさは、表 1 から窺える。90 年代

中、加工貿易による密輸は、最も行われた大型密輸のルートであった。表 1

は 1997 年と 1999 年における、密輸額 30 万元以上の大型密輸の統計である。

97 年における、加工貿易を通じた密輸は、総密輸件数の 36%、総額の 54%を占

めた。また 99 年には、それぞれの 39.5%と 53%となった。表 1からは加工貿易

による密輸の特徴が窺える。第 1に、ほかのルートより 1件当たりの密輸額が

大きい。97 年と 99 年の加工貿易による密輸は共に、総件数では 40%以下しか

占めていないが、総額の 50%以上を占めている。このように、一件当たりの密

                                                 
10 本論文における密輸活動によって生じた経済的損失とは、税金の損失、密輸品による国内

企業（特に国営企業）の欠損等、中国政府が認定した密輸による損害を意味する。ところが、

中国の全体的な経済発展の状況から見ると、密輸は正の経済効果をもたらした可能性もある。

なぜなら密輸は高関税から生じた資源配分の歪みを改善する効果があるからである。例えば、

90 年代に中国のテレビメーカーは「南方節税ルート」を通じた密輸活動を盛んにおこない、

高性能の部品を安く購入し、外資企業の産品に抵抗することに成功した（丸川 2007）。 
11 中国における密輸の実態に関する統計は入手困難である。密輸に関わる政府機関が発行す

る統計年鑑、例えば：『中国海関統計年鑑』や『中国貿易外経済年鑑』には、密輸に関する統

計は掲載されていない。従って、本論文における、密輸に関する統計は、特別な入手ルートを

持つ研究者の研究成果を引用している。密輸に関するより詳しい統計資料の収集・分析につい

ては、今後の研究課題としたい。 
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輸額が相対的に大きな加工貿易による密輸は、自然に中国政府による取り締ま

りの標的となっていた。第 2に、97 年から 99 年にかけて、加工貿易による密

輸の件数は増えたが、その総額は減少した。その理由は中国政府の取り締まり

策によって、大型密輸が減少し、1件当たりの密輸額が減少したためと考えら

れる。以下では 90 年代中頃、中国政府は、どのような抑制策を打ち出したの

か、また、その政策はどのように、加工貿易に影響を与えたのか、について詳

しく分析する。 

 

表 1 中国における加工貿易を通じた密輸(1997 年と 1999 年)* 
年 件数 密輸件数に占める比率 総額 密輸総額に占める比率 

1997 401 36% 33.3 億元 54% 

1999 447 39.5% 28.7 億元 53% 

*ここでの密輸統計は、密輸額 30 万元以上の重大密輸事件のみ。 

出所：邵他（2001）、82 ページの内容より、筆者作成。 

  

2. 保証金台帳制度の成立とその狙い 

90 年代における、加工貿易に対する中国政府の最初の大規模な規制政策は、

95 年 11 月税関総署、中国銀行、国家計画委員会が共同で発布した「加工貿易

輸入原材料についての銀行保証金台帳制度の施行に関する暫定管理弁法」（署

監[1995] 908 号）であった。この法令では、保証金台帳制度の目的は、税関

による管理の強化と国家税収の確保と強調されており、この制度は加工貿易に

よる密輸問題の対策の一環であったと考えられる。この制度は、95 年 11 月よ

り委託加工の盛んな蘇州市、東莞市、寧波市の三つの都市でまず試行され、1996

年 7 月から全国的に実施されるようになった12。 

  保証金台帳制度の内容はどういうものかというと、加工貿易企業は、外経貿

部門と税関の認可を得た後、まず契約の原材料の金額どおりに指定の中国銀行

に加工貿易輸入原材料の保証金台帳を開設する。そして加工完成品を規定した

加工期間以内にすべて輸出し、税関による審査の上、銀行が保証金台帳を帳消

しにするものである。一見この保証金台帳制度は、前述した 89 年より実施さ

れた保税品管理の悪い企業から保証金を徴収する措置に似ているが、実際には

大きな差異がある。それは、保証金台帳制度では保証金を納入するということ

が義務付けられない点である。つまり銀行保証金台帳の開設が要求されるもの

の、保証金自体の積立を免除する制度が存在する。この制度は「空転」と呼ば

れる。これに対して、銀行保証金台帳を開設し、保証金の積立を要求する制度

は「実転」と呼ばれる。そして 95 年に最初に実施された銀行保証金台帳は空

転のみであった。 

 実転の場合、税関は加工貿易ルールを違反した企業への罰金を未納税金の徴

収という名目により、企業の保証金口座からその金額を直接に国庫に振り替え

                                                 
12 「加工貿易輸入原材料についての銀行保証金台帳制度の全国的な施行に関する税関総署と

中国銀行の緊急通告」（署監[1996] 538 號）。 
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ることができた。これによって、税関の徴収コストが削減できたのである。他

方、空転の場合、中国政府はどのようなメリットがあったのだろうか。それは

加工貿易企業の情報を獲得することであった。実は、当初の銀行保証金台帳制

度の狙いは保証金の積立ではなく、保証金台帳の審査システムの構築であった。 

 前述したように、80 年代に形成された主な加工貿易の監視システムは、税

関を中心する登記手帳による保税品管理を通じたものであった。ところが、加

工貿易の生産過程や商品価値等の経営実務に関わる情報は税関の専門領域で

はなく、税関だけによる監視システムでは、企業管理に隙間が生じた。例えば、

「三無」（工場なし、生産設備なし、労働者なし）企業がこの隙間を利用し、

加工貿易を名目として、密輸活動を頻繁に行った。中国政府は、加工貿易の実

務に関する、税関と企業の情報の非対称性の問題を解決するために、国際貿易

の実務に詳しい外経貿部門を保証金台帳審査の第一関門とすることを規定し

た。96 年に対外貿易経済合作部が公布した「外商投資企業の加工貿易の展開

と銀行保証金台帳の実行に審査の諸問題に関する通知」（[1996]外経貿資発第

508 号）から、税関と企業の情報の非対称性から生じた問題を解決するために、

中国政府が外経貿部門の審査に期待することが伺える。この通知の第 1条には、

保証金台帳の審査は各地の外経貿部門の責任であると強調される。更に、通知

の第 2条には、審査の重点は企業の経営実態であると明記された。つまり審査

企業が「三無」企業ではないか、企業の投資と生産は計画通りに行われている

か、企業の輸入保税品の数量と価格は合理的か、企業は「高進低出」（高い価

格で原料を輸入し、低い価格で製品を輸出する）という手口を利用して脱税を

行っていないか等の具体的な審査内容が明記された。 

 中国政府は、94 年に人民元の対ドルレートを管理変動相場制へ移行するこ

とをきっかけに、大幅な人民元切り下げを行い、貿易収支が黒字に転換した。

しかし、その後も輸出産業を奨励する政策を維持した。また保証金台帳制度の

実行にも外資企業の反発に配慮した。対外貿易経済合作部が公布した通知の第

5条は、企業の負担にならないように、外経貿部門の審査が迅速に処理しなけ

ればならないと強調した。つまりそもそも中国政府が保証金台帳制度を導入し

た目的は、企業の経営実態を監視するためであり、企業の経営環境を悪化させ

る意図は全くなかった。ところが、90 年代末からの密輸の取締り強化運動を

背景に、保証金台帳制度が修正されると、加工貿易に関わる外資企業の経営環

境は一気に悪化したのである。 

 

3. 密輸犯罪の厳罰化と保証金台帳制度の進展 

1997 年以降、アジア通貨危機と当時の金融引締め政策の影響で、中国政府

は、国有企業の経営悪化13、リストラによる失業者の増加等の問題に直面して

                                                 
13 当時、密輸は国営企業の経営不振問題の一因であるとみなされた。密輸による安価な製品

の流入が市場価格を押し下げ、競争力が低い国営企業の収益を一層悪化させたという主張があ
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いた。こうした成長鈍化から脱却するために、中国政府は 1998 年後半から、

内需拡大策を打ち出し、長期建設国債の追加発行による積極財政政策を実施し

た。これによって、1997 年に 582 億元だった赤字額は、1999 年には 1744 億元

と 3倍以上にも急拡大した（経済産業省 2003）。こうした財政難問題に迫られ

た中国政府は、本格的に脱税問題に取り組んだ。 

1997 年の刑法全面改正の際、密輸犯罪についての条文が大幅に増やされ、

刑罰も大きく厳罰化された。つまり密輸額が多ければ多いほど刑罰が重くなっ

ている。最も厳しい場合（脱税額 50 万元以上）、死刑または無期懲役の判決も

ありうる（郭 2006）。それと同時に、朱鎔基首相が陣頭指揮に当たって、密輸

の取締り強化運動を全国的に展開した。また 98 年 7 月には国務院が全国密輸

打撃工作会議を開き、密輸活動を取り締まる専門の警察組織14（中国語：緝私

警察）を新設することを決定した。この会議後の僅か二ヵ月間に、密輸事件

1276 件、金額にしてその年の財政赤字金額の約 5%に当たる 50 億元が摘発され

た(世界週報 1999)。 

  密輸の取締りが全国的な運動になった 90 年代末には、新たな保証金台帳制

度が公布された。1999 年 4 月 5 日に国務院は国家経貿委、外経貿部、税関総

署、財政部、国家税務総局、中国人民銀行、国家外貨管理局の 7つ中央政府機

関の提案に基づいて、「加工貿易銀行保証金台帳制度のさらなる完備化に関す

る意見」（国弁発[1999]35 号）を公布した。この国務院レベルの政令による新

制度は、加工貿易企業及び商品をそれぞれ数種類に分類しており、特定の制限

品目を扱う企業や、重大なルール違反行為があった企業からは関税・増値税と

同額の保証金を積立させるものであった。新制度では、加工貿易に関する商品

を「禁止類」、「制限類」、「許可類」の３つに分類した。禁止類の商品は『対外

貿易法』で輸入が禁止されるか税関が監督できないものであり、例えば、有害

物質や放射性物質を含む産業廃棄物、解体し再利用する廃車・廃二輪車等が含

まれる。制限類の商品は内外価格差が大きく税関が管理しにくい原材料で、合

計 11 種類ある。禁止類と制限類にあてはまらない商品は許可類に属するもの

とした。 

また、新制度では、加工貿易企業を A、B、C、Dの 4種類に区分した。企業

分類の基準を簡単に説明すると、A類企業は、税関が直接に監視することがで

き(税関職員が駐在･監督しているか税関がコンピュータで管理している)、更

に違法行為のない保税工場及び飛行機･船舶製造等の特殊業種企業のことを指

す。また、年間輸出入額が 3千万米ドル以上、或いは年間輸出額が１千万米ド

                                                                                                                                            
る(越智 2003)。 
14 1999 年 1 月 5 日、税関総署が所轄する密輸犯罪捜査局（「走私犯罪偵査局」）が設立された。

その後、各地税関での支局も続々開設された。2000 年 7 月 8日、「中華人民共和国海関法」（「税

関法」）の修正議決がなされ、2001 年１月１日から施行された。この修正では、税関の密輸取

締機関の取調べ、拘束、逮捕、予備審問の権限が法的に認められた(越智 2003)。2002 年には、

この税関の密輸取り締まり機関の名称が「税関総署走私犯罪偵査局」から「税関総署緝私局」

に変更された(公安部 2007)。 
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ル以上の生産企業15及び 2千万米ドル以上の貿易企業が、過去の 2年間に、ル

ール違反の記録がなく、保税品の管理について、税関報告と実際の差が 5%以

下である等の条件を満たした場合、そうした企業は、自身を A類企業として申

告することが可能である。C類企業は、以下の 4つのいずれかに該当する企業

である。第 1に、過去 1年以内に 2回ルール違反行為があった、あるいは脱税

額が 5万元以上 50 万元未満；第 2に、税関未払い額が 100 万元以下；第 3に、

過去 1年間、税関報告と実際の差が 10%以上；第 4に、登記手帳の管理が粗雑

過ぎる等と指摘された企業。D類企業は、以下の重大なルール違反歴があった

企業である。第 1に、過去 2年以内の脱税額累計が 50 万元以上；第 2に、税

関未払い額が 100 万元以上；第 3に、偽造の輸出入許可証や登記手帳を利用し

た；第 4に、密輸の罪で刑事告発された等である。B類企業は、A、C、D類企

業の基準に合致しない企業である。新制度では、禁止類の商品と D類企業が加

工貿易制度から排除された。また、C類企業、若しくは制限類商品を扱う非 A

類企業は原材料輸入時に、輸入額の 17％の増値税・関税と同額の保証金を納

入しなければならないことが規定された。この新制度は、同年 6月 1日から実

施される予定であったが、外資加工貿易企業の反発によって、銀行保証金台帳

制度の実施時期については 10 月 1 日に延期された。 

 こうした新制度に対する外資加工貿易企業の主な不満は以下の 3 つであっ

た。第一に、保証金が資金繰りの圧迫要因となり得る。保証金の積立が必要な

場合、保証金の金額は約輸入額の 4割にも及んだ。この保証金は、加工貿易契

約の終了時に普通定期預金金利を付加して、返還されるものの、人民元調達利

率との差 5-7%あることから、加工貿易企業の資金調達コストを増加させるも

のであった。第 2に、C類企業の分類基準が厳しすぎるものであった。例えば、

C類企業の基準の一つは、過去 1年以内に 2回ルール違反行為を起こしたとい

うものである。しかしそのルール違反の実際の規準は、1000 元以上の罰金対

象行為であった。1000 元程度の罰金歴なら、企業の通関手続き時の不注意に

よる誤り等も含まれるので、大半の加工貿易企業が C類企業に認定される可能

性が高いと考えられた。第 3に、一部の原材料が、加工貿易に大量に使われる

か、或いは中国国内生産量が低いために輸入に頼らざるを得ないにもかかわら

ず、制限類商品に指定されたことにより、加工貿易企業の運営に支障が生じた

(JETRO 海外調査部 2000)。 

  

4. ロビー活動による保証金台帳制度の大幅な緩和策 

中国政府は、加工貿易企業及び商品の分類管理制度の導入によって、企業に

対するより効率的な管理を実現した。また、実転の実施によって、ルール違反

                                                 
15 新たな保証金台帳制度では、密輸と脱税問題の改善以外に、産業の進展を促進することも

目的の一つである（国弁発[1999]35 号の第 1条）。具体例としては、一般生産企業が A類とし

て申告できる基準は年間輸出額が 1000 万米ドル以上であるのに対し、機械電子製品生産企業

の年間輸出額の基準は 500 万米ドル以上である。 
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企業から罰金を徴収するコストの削減にも成功した。一方企業側では、保証金

の積立によって、その資金コストが上昇した。そのため外資企業は経営環境の

一層の悪化を防ぐため、中国政府に対するロビー活動に乗り出した。郭(2006)

で示したように、台湾企業は集団的に中国政府に対してロビー活動を行った。

また日系企業の場合は、大使館・各地の総領事館を経由して、ロビー活動を行

うだけでなく、関係経済団体や業界代表も直接に中国側担当局に対して積極的

に陳情を行った（服部 2000）。 

 こうした加工貿易企業のロビー活動によって、新制度において緩和策が打ち

出された。最も重要な緩和策は、1999 年 12 月 13 日に公布‧実施された「税関

総署、国家経財貿易委員会、対外貿易経済合作部企業分類管理基準の若干の問

題に関する補充通知」（署監 [1999]817 号）であった。この通知では、C類企

業の範囲限定が以下のように大幅に緩和された。それは主に以下の 3点である。

第 1に、企業のルール違反行為による罰金が 1万元以下であった場合は、C類

企業として評定・記録しない。第 2に、1年以内に 2回以上の違反行為があっ

た企業であっても、その回数が前年度の通関回数の千分の一を超えないものは

C類企業とはみなさない。第 3に、99 年 6 月 1 日以前に発生したルール違反行

為は C類企業の評定記録とはしない。このような大幅な緩和によって、企業は

瑣末なルール違反によってＣ類企業と評定されることを回避することができ

た。そして事実上、大部分の企業が B類以上に区分された16。その結果、制限

類商品を扱わない限り、ほとんどの外資企業は、新制度に影響されることなく、

依然として空転による銀行保証金台帳制度を適用されることとなった。 

 制限類商品を扱う外資企業に関しても、その他の緩和策によって、新制度に

影響されないようになった。まず 2000 年 5 月から制限類商品を扱う B 類企業

の保証金が半額となり、企業の負担軽減が計られた17。それから、外資企業に

対して影響が大きい商品が制限類商品から外された。こうした措置が導入され

た一因には、鋼材を扱う日系企業が 1999 年 12 月、2000 年 4 月に 2 回行なっ

たロビー活動の成果を見て取ることができる(JETRO 海外調査部 2000；日中投

資促進機構 2000)。たとえば制限品目の一つである家電製品等に使用される電

気亜鉛メッキ鋼板は、2000 年 7 月から制限類商品から外れた（国経貿貿易 

[2000]570 号）。また、C類企業及び制限類商品を扱う B類企業は、事情により

税関に保証金を納付できない場合、2000 年 1 月 1 日より施行された「加工貿

易企業の多様な形式による納税保証金実施弁法」（国経貿貿易 [1999]1271 号）

に基づき、中国銀行が発行した税関を受益者とする税関支払い保証状により、

                                                 
16 外資企業の不満と不安に対応するため、1999年9月末に香港で開催されたセミナー会合で、

対外貿易経済合作部の官僚は、「企業分類作業については、ほぼ終了しており、全国の加工貿

易企業分類対象企業について、A類は 5%、B 類は 93%、C 類は 2%、D 類は 1%となる」と発言し

た(JETRO 海外調査部 2000)。 
17 「税関総署、中国銀行の加工貿易銀行保証金台帳実転に関する問題の補充通告」（署税 

[2000]188 号）。 
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現金による保証金積立を代替できることとなった(貿易・投資円滑化ビジネス

協議会 2007)。それによって、実転が必要とされる企業でも、外資系銀行の保

証状等の担保があれば、空転による資金運営ができるようになったのである。 

 上述した様々な緩和措置によって、99 年に実施された新たな銀行保証金台

帳制度の外資企業に対する実質的な影響は、ほぼ相殺された。例えば、新制度

実施以降、C類企業に指定されていた台湾企業の多数は、地方政府と地方税関

への働きかけによって、空転のような資金運営が可能となり、実際に保証金を

納付する企業はほんの僅かとなっていた(工商時報 2006 年 10 月 19 日 b)。な

ぜ中国政府は実転の影響をほぼ完全に相殺するような緩和策を打ち出したの

か。その理由は、中国政府が新たに設定した規制が厳しすぎたために、外資が

加工貿易から撤退することを恐れたためである。 

 97 年 7 月のアジア通貨危機以降、人民元の割高感に加え、中国の輸出の約 5

割を占めていた東アジア各国の景気後退が深刻化した影響で、中国の輸出は

98 年 3 月以降伸び率が鈍化し、8月から 11 月はマイナスとなり、98 年通年で

も前年比プラス 0.5%と低い伸びに留まった。中国政府は輸出促進のために、

輸出に係る増値税の還付率引上げや還付対象商品の拡大等の奨励策を行った

（経済産業省 1999）。輸出の減速を警戒していた中国政府にとって、加工貿易

における外資企業の規模縮小や撤退は望んでいなかった。このような背景から、

中国政府は外資企業のロビー活動に柔軟に対応するようになったのである。 

前述のように中国政府の実転を推進する政策の影響は、緩和策によって中和

されたが、新制度においては、ある程度中国政府側にとって、より効率的な管

理システムを構築できた。例えば中国政府は内外価格差が大きく、税関が管理

しにくい原材料を制限類商品に設定することによって、重点的な監視目標を明

確化し、より効率的な監視システムを敷くことができた。また、企業分類制度

が緩和された結果、大体の企業は B類企業以上に区分されたのだが、脱税や密

輸を行う可能性が高い C類と D類企業を詳細に割り出すことに成功した。これ

により中国政府は D類企業を加工貿易制度から排除し、C類企業対する管理を

強化する等の措置によって、外資企業に対する管理コストを減少することがで

きた。なお、中国銀行の保証状を保証金の積立に代替できる制度によって、外

資企業は資金コストの増加から免れることができたが、中国銀行は保証状によ

って企業の税関に対する債務を代償する義務を保有していた。この義務を通じ

て、たとえ企業が保証金の積立を行わず、罰金や未納税金を納入しない事態が

生じたとしても、直接企業から徴収する必要はなかった。その代わり、保証状

によって、間接的に中国銀行から企業が滞納した罰金や未納税金を徴収した。

こうして税関は、企業に対する徴税コスト削減に成功したのである。 

 90 年代末には、新たな銀行保証金台帳制度の執行が行われた。その結果、

密輸取締警察の設立、密輸の厳罰化と数回の大規模な立入り検査が実施され、

外資企業と中国政府の関係に影響を与えた。郭(2006)で言及したように、大半
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の加工貿易企業は生産上の便宜と柔軟性を図るため、加工貿易の手続きを厳密

に履行しなかった。その結果として、しばしば保税品の実際の在庫数と登記手

帳上の在庫数が不一致となった。従来は、加工貿易企業が密輸を行わない限り、

税関がこの問題を寛大に対処してきた。ところが、99 年以降、税関による大

規模な立入り検査を行う度に、数人、あるいは多いときには十数人にも及ぶ外

資企業の関係者が、保税品の管理が適切に履行されていないことを問題とされ

て、密輸‧脱税の容疑で逮捕‧拘留された(郭 2006)。逮捕された人々の中には、

実際に密輸に関わった人物も何人かいたが、単に従来、取り締まりが緩やかで

あったために長期的に加工貿易ルールを履行せず、保税品の管理が混乱状態に

なっていただけの例も多かった。 

加工貿易上のルール違反によって、多数の台湾人が逮捕‧拘留されたことで、

90 年代末には台湾の業界団体がこの問題に対するロビー活動を行った。これ

らのロビー活動においては、税関による逮捕・拘束に関する権限を制限するこ

とや台湾人専用裁判所の設立等に関して、中国政府に対する大規模な陳情活動

を行った18。ところが、このようなロビー活動の目標は中国の国家レベルの法

律、例えば「中華人民共和国刑事訴訟法」に抵触するために、実質的な成果を

ほとんど得ることがなかった。そのため密輸取締警察の設立と密輸の厳罰化に

よる外資企業への影響は緩和されなかった。外資企業にとって、税関の立入検

査は企業運営に関して最も脅威的な事態となり、税関の絶対的な権威が構築さ

れた。税関はこの権威に基づいて、加工貿易を通じた密輸活動を抑えることに

成功し、また、税収確保のための「自査自報」を行う度に、加工貿易企業から

充分の税金を徴収することができた。実際に、密輸取締警察が成立されたその

年の 1999 年には、税関の税収が 98 年の 879 億元から、1590.7 億元まで増え、

その伸び率は 81%に達した。その後、密輸取締警察もその影響力を維持し、税

関税収の毎年増収に貢献している(公安部 2007)。 

 
Ⅲ 2000 年以降の制度変化―中国政府の一方的な意図による変革 

 

1. 貿易摩擦による規制(1)―輸出増値税還付率の引き下げ 

90 年代に執行された様々な規制策によって、加工貿易制度が誕生して以来、

中国政府を悩ませて続けてきた密輸と脱税の問題は、一定程度解決された。と

ころが近年、中国政府は貿易黒字の解消という新たな目的のために、加工貿易

に対するさらなる規制策を打ち出した。この中国政府の動きに対応して、外資

企業は新規制策の影響を抑えるため、また大規模なロビー活動に乗り出してい

る。本節では、この新たな中国政府と外資企業の動態的相互作用を詳しく分析

                                                 
18 郭(2006)で言及したように、在中国台湾人企業経営者・従業員が税関に逮捕・拘束され、「所

在不明」になるという問題に関する台湾企業のロビー活動は、2008 年になっても依然行われ

ている（聯合報 2008 年 7月 30 日）。 
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する。 

 近年、密輸の抑制に成功しているにも関わらず、中国政府が新たな加工貿易

の規制策を実施した背景には、膨大な外貨準備高と貿易黒字がある。2001 年

以降、中国経済は力強い成長を実現したと同時に、外貨準備高も急増した（人

民網日本語版 2006 年 10 月 23 日）。これによって、加工貿易を通じて外資企

業が外貨をもたらすメリットが薄くなった。また貿易黒字については、貿易黒

字が定着した 94 年以降、2004 年までは年 300 億ドル前後で推移していたが、

2005 年には前年から一気に 3 倍以上に増加して 1000 億ドルを突破し、2006

年にも 0.74%という高成長率を維持し、1775 億ドルと過去最高を更新した（経

済産業省 2007）。中国政府にとって、貿易黒字が急増するとともに、米国や EU

等との貿易摩擦と人民元の切り上げがより厳しい問題になっている(水野亮

2007、井上 2007a、2007b)。こうした貿易黒字を解消するため、中国政府は最

初に着手したのは増値税還付率の引下げであった。 

 前述したように、中国政府は輸出を奨励するため、輸出品につき原材料の購

入時にかかる増値税を企業に還付を行ってきた。94 年、中国政府が大幅な税

制改革を行った際には、増値税の還付率は 100%、つまり税率 17%商品の還付率

は 17%で、輸出企業の増値税負担はゼロとなっていた。その後、不正な還付請

求が相次ぎ、政府は財政負担を減らすため、還付率は段階的に低減されてきた。

そのため 96 年には、増値税の還付率は 94 年頃のほぼ半分まで低下した。企業

にとって、還付率が次第に低下していくことは、輸出に対する実質増税となっ

た。他方、97 年のアジア通貨危機以降、中国政府は伸び率が鈍化していた輸

出を促進するため、増値税の還付率が数回にわたり引上げられた。なお不正な

還付請求に対する税務機関の偵察能力が向上していた、ということも還付率引

き上げの理由の一つであった。その結果、アパレル、機械、電子類という輸出

の主力商品の還付率は税率と同じの 17% に戻っていた(張聡徳 2003ｂ)。 

 ところが、中国政府は 2003 年 10 月に｢輸出貨物還付税率調整に関する通知｣

(財税[2003]222 号)を 公布した。それによって、輸出品に適用される還付率

が 2004 年 1 月 1 日より、当時の平均 15%から平均 3%引下げられた。調整方針

では、経済効率性の高い商品、環境への影響負荷の小さい商品、高付加価値の

商品に対し、還付率の維持または低減率の縮小を図った。他方、中国国内でタ

イト化している商品、輸出制限をしている商品、国際市場で競争力のある商品

については還付率を引き下げるか、或いは撤廃した。加工貿易企業にとって、

今回の輸出増値税還付率の引き下げの影響は、企業の経営努力によって、ある

程度吸収できるので、外資企業による大規模なロビー活動は見当たらなかった

(両岸経貿編集部 2003)。             

今回の調整の目的は、輸出製品の生産コストを増加させることによって、人

民元切り上げ圧力を軽減するというだけでなく、財政上の困難も要因の一つで

あった（JETRO 2003）。輸出増値税の還付という政策が実施されて以来、中国
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からの輸出は政府が見込んでいた数字よりも大きく拡大し、企業へ還付する財

源は政府にとって大きな問題となっていた。例えば、91 年から 97 年まで、企

業へ還付した金額は中国政府の総支出の 1/5－1/3 を占めていた。このような

膨大な還付金は中国政府のほかの公共支出を圧縮し、さらには還付金の未済と

いう問題が長期化してきた。2002 年末までに、未済還付金の額は 2500 億元に

達した(趙 2004)。 

また、「第 11 次 5 カ年規画」（2006-2010）においては、従来の経済発展モ

デルのを革新することにより、経済発展の質を向上させ、持続可能な経済発展

軌道へと転化させることとしている（経済産業省 2006）。この 5 カ年規画の

影響を受けて、中国政府は 2006 年 9 月 14 日に「一部輸出品目に対する増値税

還付率調整に関する通知」（財税[2006]139 号）を公布し、翌日から、エネル

ギー大量消費型、高汚染型、資源関連の製品に加え、一部の労働集約型品目に

対する輸出増値税の還付率を引き下げた（水野亮 2007、瀬谷 2006a）。また、

既に輸出増値税還付を取り消した品目および今回取り消しを決定した品目に

ついては「加工貿易禁止類商品目録」に追加された。そして 9 月 28 日には、

追加通告「一部の商品の輸出増値税還付に関する補充通知」(財税[2006]145

号)が公布された。追加通告には紙、亜鉛およびアルミ合金、原皮などを加工

貿易禁止類商品リストに追加すること、また加工貿易禁止類商品に追加された

品目は、輸入時に一律輸入関税および輸入増値税が徴収されることが定められ

た(福井県香港事務所 2006）。外資企業にとって、輸入時に関税および増値税

が徴収されることは、大幅なコスト増となる。また、来料加工の場合、海外企

業から原材料や生産設備の提供を受けて加工のみを請け負うという経営形態

のため、原材料輸入に際して、一般貿易による手続きを通じた税金支払いを希

望しても認められない19。このため、「加工貿易禁止類商品目録」に追加され

た商品や原料を手がける来料加工企業は、生産停止、ひいては倒産の危機に直

面している。さらに追い討ちをかけるように、中国政府は駆け込み輸出を発生

させないため、9月 14 日に通知を電撃発表し、翌日の 9月 15 日には、施行す

るという強行策を行ったのである（瀬谷 2006b、福井県香港事務所 2006）。 

 外資企業は新政策の影響を抑えるため、すぐロビー活動を展開した20。例え

ば、広州、深圳、東莞等の各地の台湾企業協会は、急いで管轄の税関と地方政

府と意見交流会を開き、新政策の強行を止めるよう陳情した（両岸経貿編集部 

2006a）。その他に、香港工業総会は 10 月下旬、中国政府の在香港機関（中聯

弁）の経済部門関係者らと座談会を実施し、香港系の製紙業、印刷、亜鉛・ア

ルミ合金部品、原皮等の来料加工工場が即座に倒産するといった事態を回避す

                                                 
19 解決策として、来料加工工場は輸出入専門会社に依頼し、一般貿易の形で、必要な資材を

輸入することができるようになった。ところが、輸出入専門会社への手数料で、来料加工工場

の生産コストがまた増加した（両岸経貿編集部 2006b）。 
20 今回、禁止品目リストの商品を取り扱う日系の加工貿易企業は少なく(久保 2006)、日系企

業への影響は限定的なもので、日系企業による大規模なロビー活動は見当たらなかった。 
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るため、中央政府に対して政策調整の見直しを行うよう強く要請した。また、

東莞市外商投資企業協会は、北京に新政策の施行時期を遅らせる旨の意見書を

提出した(福井県香港事務所 2006）。こうした外資企業の様々のロビー活動に

よって、中国政府は緩和策を打ち出した。たとえば 2006 年 11 月 1 日に、加工

貿易を禁止する品目リスト「加工貿易禁止類商品目録」が公布され（商務部、

税関総署、国家環境保護総局、2006 年 82 号公告）、外資企業の関心が大きな

商品、例えば、紙、亜鉛合金、アルミ合金、原皮等が禁止類の項目から除外さ

れた(香港特別行政区政府駐広東経済貿易弁事処、2006)。また、施行日は 2006

年 11 月 22 日に延期し、登記手帳が電子化されている企業は一年、登記手帳が

書類ベースの企業は半年の移行期間が設けられた（両岸経貿編集部 2006c）。

これらの措置によって、外資企業に対する 139 号通知の影響がある程度緩和さ

れた(経済日報 2006 年 11 月 7 日)。ところが、2006 年末において、加工貿易

制度に対する外資企業の不安は、ほとんど軽減されていなかった。と言うのは、

9月に禁止類商品リストが公布された際、11 月により広い範囲の禁止類と制限

類商品リストが公布されるという情報が加工貿易関係者の間に流されていた

（工商時報 2006 年 9 月 20 日）。このため、11 月に香港貿易発展局と香港の四

大商会（香港工業総会、香港中華廠商連合会、香港中華総商会、香港総商会）

を含む 34 の業界団体は座談会を開催し、連名で中央政府に対して、今後輸出

関連の政策制定時には、企業に対する諮問を強化することや経過期間を与える

ことを強調する意見書を提出することを決定した(福井県香港事務所 2006）。

また、中国政府は急増していた貿易黒字を効果的に削減するために、企業分類

管理制度を廃止し、全ての加工貿易企業が保証金の実転を義務付ける政策を実

施しようとしている、という情報も外資企業に知られていた。もし、実転が全

面的に実施されたら、広東省の香港、台湾企業の一割が資金難による倒産に追

われると予測された。このような事態を回避するために、東莞外資企業協会は、

10 月 16 日に中国商務部長薄熙来が東莞での外資企業を視察した際、実転に関

する政策を慎重にというような陳情書を提出した(文匯報 2006 年 10 月 18 日、

工商時報 2006 年 10 月 19 日 a)。 

外資企業が大規模にロビー活動を行ったにも拘らず、中国政府は 2007 年の

6 月 18 日に「一部品目の輸出増値税還付率の引き下げに関する通達」（財税

[2007]90 号）を公布し、増値税輸出還付率の調整対象は 2831 項目の商品に及

び、海関税則商品総数の 37％に当たる広範なものとなることを示した。この

中には、553 項目の「両高一資」(高汚染、高エネルギー消耗、資源型)商品に

対する還付を取り消し、2268 項目の貿易摩擦を引き起こしやすい商品への還

付率引き下げを行った。加工貿易の重要な輸出品の衣類については 13％から

11％へ、還付率を 2%引き下げた。この異例な大規模であり、かつ移行期間が

ないという、7月 1日から実施された厳しい還付税調整の背景については、「貿

易黒字の過剰な増大を抑え、貿易の均衡を図るため、政府としては、さまざま
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な政策を実施する必要があるが、今回の輸出増値税政策も、こうした政策の中

で重要な位置を占める」と中国政府は説明した(中井 2007)。この税還付の調

整は、労働集約型の産業に巨大な影響をもたらした。例えば、自転車、陶磁器、

繊維、靴、タイヤ等の産業の台湾資本の加工貿易企業は、還付率の引き下げに

よって、瞬く間に 4%か 5%の粗利益率の損失が強いられた(両岸経貿編集部

2007)。 

 

2. 貿易摩擦による規制(2)―保証金台帳制度のさらなる進展 

外資企業が、上述した還付率調整ショックから回復していなかった時期、最

も心配されていた引締め策がやってきた。それは、2007 年 7 月 23 日に公布さ

れ、8月 23 日より施行される「加工貿易制限分類の規制強化にかかわる公告」

（商務部・税関総署公告[2007]第 44 号）である。この公告により、新たな銀

行保証金台帳制度が実施された。表 2 は 44 号公告による銀行保証金台帳の新

制度と旧制度の比較である。一見、新旧制度の比較において、大きな相違がな

いように思える。表 2における、比較により強いて挙げるならば制限類商品を

扱う A 類企業の保証金の納付は空転から、B 類企業と同じように 50%の実転、

つまり実質的に納付することとなった。ところが、前述したように、大部分の

加工貿易企業は B類企業に属するので、このルールの変更は彼らへの影響は少

ないはずである。では何故この公告は多数の加工貿易企業に大きな衝撃を与え

たのだろうか。 

 

表 2 加工貿易における銀行保証金台帳制度の新旧比較 
旧制度(1999 年 10 月 1 日から 2007 年 8 月 22 日)                     （%）保証金納付率

商品分類/企業分類 A類企業21 B 類企業 C 類企業 D 類企業 

許可類 空転 空転 実転(100%) 加工貿易不可 

制限類 空転 実転(50%) 実転(100%) 加工貿易不可 

禁止類 加工貿易不可 加工貿易不可 加工貿易不可 加工貿易不可 

新制度(2007 年 8 月 23 日から)                                    （%）保証金納付率

許可類 空転 空転 実転(100%) 加工貿易不可 

東部地域:   実転(50%) 制限類 

その他地域: 空転 

実転(100%) 加工貿易不可 

禁止類 加工貿易不可 加工貿易不可 加工貿易不可 加工貿易不可 

出所：筆者整理による。 

                                                 
21「中華人民共和国税関企業分類管理弁法」(税関総署令第 170 号)が 2008 年 4 月 1 日より施

行された。同「弁法」では、従来の A・B・C・Dの 4つの管理区分に加え、新たに AA 類を設け

た。AA 類は A 類企業と同じように、通関優遇措置が享受可能となる。さらに、AA 企業につい

ては全面的な信頼を得ることができ、一般的には、貨物の開梱検査が免除されるという(人民

網日本語版、2008 年 4 月 2日)。ただし、制限類商品に関する保証金の納付は、AA 類は A類企

業と同じ扱いがなされ、優遇は受けられない(袁 2007)。 
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 実は、外資企業に対する 44 号公告の影響は、制度変化よりも制限類商品の

品目の大幅増加にあった。44 号公告では、労働集約産業に関わる繊維 1539 品

目、プラスチックの原料等150 品目など全関税品目の約15％を占める1853 品

目が制限類に追加されたのである。これにより、制限類商品は 394 品目から

2247 品目へと大いに拡大し、今まで保証金の納付と無関係であった多数企業

も積立金の準備に追われるようになった。例えば、広州市だけでは、影響を受

ける企業は 470 社である。2006 年の輸出入実績を前提に計算すると、加工貿

易制限リスト品目に関係する貿易額は 25 億 9000 万ドル（約 195 億元）で、保

証金を積み立てることで 12 億 5000 万元のキャッシュ・フロー負担が生じると

いう(天野＆盧 2007)。また、今回の追加された品目の制限方式も、今までの

制限類商品と相違がある。99 年に制限類の商品が始めて指定された際、その

選別原則は内外価格差が大きく、税関が管理しにくい原材料ということであっ

た。そしてこれらの原材料が国内市場に転売されないように、輸入制限が行わ

れた。それは、B類と C類企業が輸入する制限類商品の数量に応じて、保証金

を納付しなければならなかった。44 号公告が公表された際、既存する 394 品

目の制限類商品の全ては輸入制限方式であった。ところが、追加された 1853 

品目の全ては輸出制限方式22である。輸出制限の目的は何かと言えば、輸入原

材料の管理ではなく、最終製品の輸出管理である。つまり、輸出制限の目的は

密輸防止ではなく、輸出の抑制なのである。 

  44号公告では、初めて企業の所在の地域によって、銀行保証金台帳の扱いが

異なる制度を打ち出した。具体的には、経営企業及びその加工企業がいずれも

中西部地区(北京市、天津市、上海市、遼寧省、河北省、山東省、江蘇省、浙

江省、福建省、広東省という東部地区以外の地域を指す)に所在している場合、

制限類商品加工貿易の展開において、表2の通りA類及びB類企業については空

転を実行することができる。2006 年の中西部地区の加工貿易輸出額は全国の

2.6%しか占めておらず、この中西部地区における企業への優遇政策は、中西部

地区への加工貿易移転促進という狙いがあると考えられる(三井住友銀行中国

業務推進部 2007)。 

また、44 号公告の第 5条では、公布日の 7月 23 日までに貿易権（自営輸出

入権）を獲得していない東部地区企業については、制限類商品加工貿易業務展

開申請は受理されないと明言した。この条文には二つの意味がある。まず、当

然ながら、中西部地域を除いて、制限分類を取り扱う加工貿易企業を新設する

ことができなくなる（東部地域であっても保税区・輸出加工区は可能23）。また、

                                                 
22 台帳保証金計算方法については、輸出制限が輸入制限と異なる。前述したように、輸入制

限の保証金は、全ての輸入制限類商品の納付すべき輸入関税と増値税の和である。輸出制限の

保証金は、制限類商品輸出額の輸出商品備案総額に占める比率及び輸入部材の総額を基数とし

て、総合税率を以って保証金を計算する (三井住友銀行中国業務推進部 2007)。 
23 東部地区でも、輸出加工区、保税区等の税関特殊監督管理区域と国内で輸入制限類商品と



 20

中西部地域を除いて、制限類商品加工貿易に従事する来料加工企業は新たな契

約による生産活動ができなくなる。前述したように、来料加工企業とは地元政

府が工場を建てて労働者を雇い、そこに外資企業が設備と技術を持ち込んで海

外から委託生産を請負う方式である。このような工場は、外資企業によって実

効的に管理されるが、名目的には地元政府の集団企業に属するのである。よっ

て、来料加工方式の外資企業は、貿易権を持てず、地場政府系貿易企業に部材

輸入・製品輸出を委託するのである。今回の公告では、「貿易権を獲得してい

ない企業」という条文の目標は正に来料加工企業である(加藤修 2007)。制限

類商品を手掛ける来料加工企業を運営させないという 44 号公告の狙いは、外

資企業の身分が曖昧な来料加工企業を明確な法人格を持つ外資企業（三資企業
24）へ転換を促すこと、と考えられる。このため、44 号公告の第 5条は但し書

きがつけられていた。それは、加工貿易の委託業務を引き受けた経験がありな

がら貿易権を取得していない生産企業については、2007 年 10 月 23 日までに

地方政府部門へ届出を行い、かつ規定期間内に貿易権を備える企業に転向すれ

ば、第 5条の対象にならないというものであった。 

   

3. 外資企業のロビー活動と実効性がない緩和策 

44 号公告の実施によって、加工貿易に従事する労働集約型企業の資金負担

が増大した。資金力の弱い中小企業にとって、この新政策は死活問題になった。

外資企業は44号公告とその前の財税[2007]90号公告による影響を抑えるため、

様々なロビー活動を行った。例えば、日系企業の場合、在広州総領事館、広州

日本商工会及びジェトロ広州事務所（通称：三位一体）25は数回に渡り、広東

省国家税務局、税関総署広東分署及び広東省対外貿易経済合作庁への働きかけ

や提言を行った。台湾企業の場合、2007 年 4 月 16 日に、中国各地で結成され

る「台商協会」（台湾商人協会）は全国総会「全国台湾同胞投資企業連盟会」

（以下：台企連）を設立した。台企連が設立された目的は：「台商の利益を守

るため…(中略)地方の台商協会が解決できない問題に対し、この台商総会は取

り組む」と台企連の会長張漢文氏は語った（中国時報 2007 年 4 月 16 日）。台

企連が設立されて最初の大仕事は、加工貿易の新政策に対して、中国側への働

きかけを行うことであった（経済日報 2007 年 8 月 17 日）。台企連の努力によ

って、台商が望んだ台商代表と中国副総理呉儀氏の直接会談が実現された（経

済日報 2007 年 9 月 7 日）。 

                                                                                                                                            
輸出制限類商品の転入出を行うという転廠の加工貿易業務は 44 号公告の対象になれない。 
24 三資企業とは 100％外国資本の「独資企業」、中国と相手国がそれぞれ資本を出し合った「合

弁企業」、そして「合作契約」により各出資者の出資方式(金銭に限らない)、経営管理方式等

を決める「合作企業」のことを指す。 
25 2008 年の春に、筆者は在広州総領事館、広州日本商工会及びジェトロ広州事務所に対する

ヒアリング調査を行った。関係者の話によると、「三位一体」という日系企業の利益を守るロ

ビー体制の形成の背景には、加工貿易制度の変化と在広州総領事館のリーダーシップがあると

いうことであった。 



 21

香港企業の場合、加工貿易業界だけではなく、主なビジネス団体や香港政府

もかなりロビー活動に力を入れた。例えば、加工貿易新政策による問題を具体

化するために、香港政府の諮問機関である大珠江デルタ商務委員会と香港貿易

発展局研究部は、5万社以上の貿易と製造企業に対する大規模なアンケート調

査を行い、加工貿易関連の新政策が香港企業に及ぼす影響に関する報告書「香

港に対する内地加工貿易政策の影響」26を発表した。同報告書では、最悪の場

合、香港系企業約 1500 社が操業停止、1 万社が生産縮小に追い込まれ、37 万

5 千人の中国労働者が失業すると予測した。 

外資企業による様々な努力によって、中国政府は重要な緩和策を打ち出した。

20007 年 9 月 5 日に、商務部、税関総署、銀行監督委員会は、「台帳保証金の

納付方法に係る公告」（商務部、税関総署公告[2007]71 号）を公布した。保証

金の納付について、現行規定の「加工貿易企業の多様な形式による納税保証金

実施弁法」（国経貿貿易 [1999]1271 号）に適用できるようになった。これに

より、保証金は現金で積み立てるほか、税関に対して中国銀行が発行する税金

納付保証状を提出することで代替できることが明らかになった(天野＆盧

2007)。また、増値税還付率の再調整も検討されているという。中国副総理呉

儀氏は台商代表と会談した際、引下げた増値税還付率を検討し、再び引上げる

可能性があると約束した。 

  来料加工工場から三資企業への変更の緩和策も実施されるようになった。例

えば、来料加工の重鎮である東莞市では、2008 年 6 月に来料加工企業から三

資企業へ変更手続きに際し、生産停止を避けられるような措置を打ち出した

(香港特別行政区政府工業貿易署 2008)。「東莞市来料加工企業現地生産不停止

で三資企業へ円満に転換することに関わる行政事務の通知」（東外経貿

[2008]40 号）によれば、既存の来料加工企業と新設される三資企業は同一所

在地に一時的に二社が並存することができる。三資企業の立ち上げを容易にす

るため、企業新設の手続きについては、制限類項目商品の管理等一部の認可手

続きを除き、環境保護、消防等の認可手続きを「変更」という形で扱い、実地

再検査は不要とした。また、生産を停止させないように、新たな三資企業は税

関に登録後、三ヶ月以内に会社が税関手続をする際、新旧会社の登録登記コー

ドを同時に使用できることとした。更に、一般的には、新設加工貿易企業は B

類企業に属するが、来料加工企業から三資企業へ変更する場合、変更前の企業

管理分類が認められ、A 類来料加工企業のその資格が継続できるようにした。

なお、郷鎮と区政府が自身の利権を守るため、来料加工工場の組織変更に協力

しないという問題を解決するため、東莞市政府は変更についての全手続きを受

け入れる単一のサポート窓口を開設した。 

                                                 
26 この報告書の実質的な作者は香港貿易発展局研究部ということは 2008 年の春に、筆者が香

港政府の駐広東香港経済貿易弁事処に対する聞き取り調査で確認した。報告書（內地加工貿易

政策對香港的影響）は香港政府の「政制及内地事務局」のウェブサイトからダウンロードでき

る：http://www.cmab.gov.hk/tc/issues/council.htm。 
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  上述のように外資企業が 2007 年に行った大規模なロビー活動によって、実

施されるにようになった加工貿易に関する緩和策の結果はどのようなもので

あったか。残念ながら、加工貿易における外資企業の経営環境が大幅に改善さ

れたとは言えないのである。来料加工工場から三資企業への変更が融通された

ことによって、多数の来料加工工場は壊滅的な損害から逃れることができたが、

加工貿易における外資企業全体、特に労働集約型企業についてはまだかなり厳

しい状況に置かれている。その原因としては、企業の関心度が最も高い増値税

還付率の引上げと積立金問題が依然として改善されていないためである。まず、

2007 年 9 月に中国副総理呉儀氏は引下げた増値税還付率を再び引上げる可能

性があると公言した。しかし 2008 年の秋に起きた世界的不況まで、この点に

ついての中国政府の大きな動きは見られなかった。また、中国銀行が発行する

保証状による保証金の積み立てが免除されるという緩和策は、実際には、中小

企業の資金繰り難に対して、実効性が低い。上述のように緩和策の法的な根拠

の「加工貿易企業の多様な形式による納税保証金実施弁法」によれば、中国銀

行に保証されている加工貿易企業は、一旦ルール違反行為があって、税金や罰

金が支払えない場合、中国銀行が代わりにその金額を代償する義務があること

を説明した。それに加え、近年加工貿易引締めの風潮下で、中国銀行は代償の

リスクを抑えるために、保証状を申し込む企業に対して、抵当等の実質な担保

を求めるようになった。ところが、中小企業の多数は中国銀行に納得させる抵

当を提出することができない。従って、中国銀行の保証状が取得できるのは、

資本力のある大企業に限られている（経済日報 2007 年 12 月 4 日）。 

  外資企業が 2007 年に行った大規模なロビー活動の効果が限定的に終わった

ことは、加工貿易における外資企業の経営環境が悪化していることを意味する。

それに加えて、近年においては、人民元相場の上昇、原材料・エネルギー価格

の高騰、労動合同法(労働契約法)の施行や最低賃金の上昇による労働コストの

上昇等も、加工貿易企業の経営を圧迫している(金 2008）。悪化している経営

環境の影響で、中国での生産を放棄する加工企業も少なくない。例えば、広東

省には約 5000 社の靴メーカーがあり、80%以上は加工貿易方式で運営されてい

たが、2007 年の前三四半期だけで約 1000 社が閉鎖・廃業した（経済日報 2007

年 12 月 13 日）。経営環境悪化は、加工貿易集中地の地方政府の経済指標に顕

著に表れている。たとえば加工貿易の重鎮東莞市では、2008 年の前半は過去

30 年間で初めて、契約ベースの外資投資額がマイナス成長(-13.96%)になった

(東莞市対外貿易経済合作局 2008)。また広東省全体の輸出も減速している。

2008 年 7 月までの広東省の総輸出額は 2249.3 億ドルで、増加率は 13.6%であ

る。これは全国平均増加率の 22.6%と比べると、広東省の減速は明らかである

（広東省対外貿易経済合作庁 2008ｂ）。特に、労働集約型産業の輸出減速は著

しい。2008 年前半、アパレルとその付属品の輸出は前年の 37.4% 増加から

31.3%へと減少し、プラスチック製品の輸出は前年の 18% 増加から 4.5%に落ち
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込んだ。ほかに、靴、家具、玩具等産業の輸出減速も見られている（広東省対

外貿易経済合作庁 2008a）。 

 一方、中国政府の貿易黒字を抑えるという政策方針はある程度達成されてい

る。2007 年の第四四半期から、中国の貿易黒字の増加の減速傾向が出始めて、

2008 年の前半は、132.1 億ドル減少の前年より 11.8%マイナス成長になった。

中国貿易黒字がマイナス成長に転化した背景には、人民元相場の上昇、輸入原

材料・エネルギー価格の高騰、主な貿易相手国の経済不振等の外部要因がある

が、中国政府による輸出抑制と輸入奨励政策27という内部要因もあると税関総

署は指摘する(中国海関 2008a)。加工貿易抑制政策の効果で、中国の国際貿易

における加工貿易の割合は減少し続けている28。2007 年には、国際貿易におけ

る加工貿易の割合は 1.8% 減少の 45.4%になった。2008 年の前半には、その割

合は去年同期より 3.6%減少の 41.3%になった。中国の国際貿易における加工貿

易の割合が減少し、一般貿易の割合が増加していることには、加工貿易抑制策

の影響があることは明確である。つまり加工貿易制限類と禁止類目録の商品範

囲の拡大によって、加工貿易方式から一般貿易方式へ変更する生産企業が増加

している。このため、中国政府の関税収入も急速に増加している。2005 年中

国税関の年間増収は約 500 億元、2006 年は約 800 億元であるが、44 号通告が

公布された 2007 年の年間増収は史上最大の 1480.4 億元で、総額 7584.6 億の

史上最高関税収入を達成した（人民日報 2008 年 01 月 08 日）。また、注目し

ておきたいのは、2008 年前半には、中国の総輸出に占める加工貿易の割合は、

年間、あるいは半年決算として 1996 年以来初めて、50%を割り、前年同期より

も 3.1%減少の 48.3%になった(中国海関 2008c)。 

 

4. 世界同時不況による暫定的な緩和策 

 2008年 9月に米国大手証券会社リーマン・ブラザーズの経営破綻に始まり、

世界経済は 100 年に一度と言われる大不況に陥ってしまった。これに伴い、中

国の輸出部門、特に加工貿易による輸出は急減した。2008 年 10 月の一般貿易

と加工貿易の輸出増加率（前年比）は、それぞれの 27.2%と 8.6%という成長基

調が維持されたが、11 月の一般貿易と加工貿易の輸出増加率は 4.6%と-10.9%、

12 月は 6.0%と-15.8%と急減した29。こうした状況に対し、中国政府は 2008 年

8 月以降数回の増値税輸出還付率引き上げを行った。引き上げ対象の大部分は、

2006 年から 2007 年にかけて還付率が引き下げられたものである(池上 2009)。 

  また、加工貿易に対して、暫定的な制限類商品の削減と規制緩和という措置

                                                 
27 中国政府は、2007 年 11 月に装備製造、環境・エネルギー関連業種、生命科学などの業種で

「輸入奨励の先進技術及び製品目録」を発表し、先進技術及び製品の輸入拡大を支援した。 
28 海関税則商品総数の 37％に当たる増値税輸出還付率の調整対象商品（財税[2007]90 号）の

輸出も明らかに減速している(中国海関 2008ｂ)。 
29 2008 年通年の一般貿易の輸出増加率（前年比）は 22.9%である。それに対して、加工貿易

の輸出増加率は-6.9%である。加工貿易の著しい輸出鈍化には、引締め策の大きな影響がある

と考えられる。 
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がとられた。簡単に言えば、2008 年 12 月 1 日から、2007 年 8 月 23 日より施

行される 44 号公告の措置が暫定的に停止される（商務部・税関総署公告[2008]

第 97 号）。44 号公告が公表された際、全関税品目の約 15％を占める 1853 品

目が輸出制限類に追加された。新緩和策では、この 1853 品目を扱う東部地域

におけるAとB類企業の保証金台帳が、暫定的に50%の実転から空転になる30。

また、44 号公告によって、加工貿易制限類商品に対する加工貿易の申請が受

理されなくなったが、これも暫定的に執行が停止される。 

更に、2008 年 12 月 31 日に「商務部・税関総署公告[2008]第 120 号」が公

布され、2009 年 2 月 1 日から、44 号公告によって、追加された 1853 品目のう

ち、プラスチック、繊維、家具等の労働集約型の製品を中心する 1747 品目が

制限類商品のリストから削除された。一方、加工貿易禁止類商品については、

大きな緩和措置が施行されていない(池上 2009)。一部の金属、化学原料、皮

革製品等、高エネルギー消費‧高汚染という「両高一資」商品に当たらないも

のだけが禁止類商品リストから削除された（「商務部・税関総署公告[2008]第

121 号」）。 

これら一連の緩和策によって、2006 年から 2007 年にかけて、中国政府が施

行した加工貿易の規制策がほぼ解消された。ところが、これらの緩和策は一時

的なものである。将来、世界経済の回復と共に中国の輸出部門が再び成長軌道

に戻り、貿易摩擦と人民元の切り上げがまた問題になるとするならば、加工貿

易に対する規制策がまた施行されることは容易に予測できるであろう。 

 

結論 

 

中国における過去 30 年間の著しい国際貿易の発展には、加工貿易による貢

献が大きい。ところが、これまでの既存研究においては加工貿易の歴史的変遷

に関する研究がほとんど行われてこなかった。本稿では、加工貿易制度が誕生

してから 30 年間の主な政策変化とその背景を研究し、表 3 で示されるような

制度変革の観点を導いた。 

 

表 3 中国加工貿易の制度変革の略表(1979-2008) 

時期 重要な法令とその影響 外資企業のロビー活動とその結果

70 年代末か

ら 80 年代 

( 制 度 成 立

期) 

1.「以進養出試行弁法」 と「展開対外

組み立て加工と中小型補償貿易弁法」

（国発[1979]220 号）：来料加工と補償貿

易の仕組みが確立された。 

2.「税関対組み立て加工と中小型補償貿

当時の中国政府は外貨の需要が強

く、加工貿易企業に対する寛大な

措置がとられた。例えば、[89]署

監一第 454 号という保証金に関す

る初めて通告では、ほとんどの加

                                                 
30 44 号公告が公表された際、既存の 394 品目の輸入制限類商品の中で、軽工業と紡績製品を

中心とする 272 品目が、2008 年の 97 号公告によって、Aと B類企業の保証金台帳が、暫定的

に 50%の実転から空転になった。残った 122 品目については、A類企業の保証金台帳が暫定的

に 50%の実転から空転になるが、B類企業の保証金台帳は 50%の実転のままである。 
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易輸出入貨物監督管理及び徴免税規則」

（[82]外経貿関字第 4 号）：加工貿易に

対する税関の管理‧監督権が確立され

た。 

3.「中国増値税条例（草案）」（国発

[84]125 号）：加工貿易の増値税の優遇が

確立された。 

4.「税関の進料加工輸出入貨物に対する

管理弁法」([88]署貨字第 403 号)：進料

加工の仕組みが確立された。 

5.「来料加工の輸入材料の保証金徴収に

対する税関総署等五機関の通知」（[89]

署監一第 454 號）：保証金に関する初め

ての法令。 

工貿易企業は保証金の納入が不要

であると強調され、保証金の納入

が困難である企業は、銀行から保

証金用のローンを組むことが可能

であると規定された。よって、外

資企業がロビー活動を行う必要が

なかった。 

1.「加工貿易輸入原材料についての銀行

保証金台帳制度の施行に関する暫定管

理弁法」（署監[1995] 908 号）：保証金台

帳制度に関して、初めての法令である。

実施された銀行保証金台帳は空転

のみであった。外資企業の経営へ

の実質な影響がなかった。 

2. 1997 年の刑法全面改正の際、密輸犯

罪についての条文が大幅に増やされ、刑

罰も非常に厳しくされる。その後、税関

において、密輸活動を取り締まる専門の

警察組織が成立された。 

多数台湾人が逮捕‧拘留されたこ

とで、台湾の業界団体がロビー活

動を行った。ところが、ロビー活

動の目標は国家レベルの法律に抵

触するために、実質的な成果があ

まりなかった。よって、外資企業

に対して、税関の絶対的な権威が

構築された。 

90 年代 

(密輸取締り

により、制度

が変化した

時期) 

3.「加工貿易銀行保証金台帳制度のさら

なる完備化に関する意見」（国弁発

[1999]35 号）：加工貿易企業及び商品を

それぞれ数種類に分類しており、特定の

制限品目を扱う企業や、重大なルール違

反行為があった企業からは関税・増値税

と同額の保証金を積立させるものであ

る。 

保証金が資金繰り圧迫要因となっ

た。そのため外資企業は大規模に

ロビー活動を行った。アジア通貨

危機以降、輸出の減速を警戒して

いた中国政府は外資企業のロビー

活動に柔軟に対応した。その結果、

規制策の実質的な影響はほぼ緩和

策によって相殺された。 

1.｢輸出貨物還付税率調整に関する通

知｣(財税[2003]222 号)：輸出品に適用さ

れる還付率が当時の平均15%から平均3%

引下げられた。中国政府の狙いは人民元

切り上げ圧力を軽減することと未済の

還付金による財政困難を解決すること

である。 

加工貿易企業にとって、今回の輸

出増値税還付率の引き下げの影響

は、企業の経営努力によって、あ

る程度吸収できるので、外資企業

による大規模なロビー活動は見当

たらなかった。 

2000 年以降

(加工貿易自

体が規制さ

れ、制度が変

化する時期) 

2.「一部輸出品目に対する増値税還付率

調整に関する通知」（財税[2006]139 号）

とその後の「一部の商品の輸出増値税還

付に関する補充通知」(財税[2006]145

号)：エネルギー大量消費型、高汚染型、

資源関連の製品に加え、一部の労働集約

型品目の輸出増値税の還付率を引き下

げた。輸出増値税還付を取り消した品目

は「加工貿易禁止類商品目録」に追加さ

れ、輸入時に一律輸入関税および輸入増

値税が徴収された。 

「加工貿易禁止類商品目録」に追

加された商品や原料を手がける来

料加工企業は、生産停止、さらに

は倒産の危機に直面した。外資企

業の様々のロビー活動によって、

中国政府は緩和策を打ち出した。

「加工貿易禁止類商品目録」が発

布され（商務部、税関総署、国家

環境保護総局、2006年 82号公告）、

外資企業の関心が大きな商品、例

えば、紙、亜鉛合金、アルミ合金、

原皮等が禁止類の項目から除外さ
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れた。よって、外資企業に対する

139 号通知の影響がある程度緩和

された。 

3. 「一部品目の輸出増値税還付率の引

き下げに関する通達」（財税[2007]90

号）：増値税輸出還付率の調整対象は

2831 項目の商品に及び、海関税則商品総

数の 37％に当たる広範なものとなった。

この中には、553 項目の「両高一資」(高

汚染、高エネルギー消耗、資源型)商品

は還付を取り消し、2268 項目の貿易摩擦

を引き起こしやすい商品が還付率引き

下げとなった。 

この税還付の調整は、労働集約型

の産業に巨大な影響をもたらし

た。例えば、自転車、陶磁器、繊

維、靴、タイヤ等の産業の加工貿

易企業は、還付率の引き下げによ

って、瞬く間に 4%か 5%の粗利益率

の損失を強いられた。外資企業は

まだこの還付率調整ショックから

回復していなかった時期に、新た

な引締め策が公布された。 

4.「加工貿易制限分類の規制強化にかか

わる公告」（商務部・税関総署公告[2007]

第 44 号）：労働集約産業に関わる繊維

1539 品目、プラスチックの原料等 150 

品目等全関税品目の約 15％を占める

1853 品目が制限類に追加された。これ

により、これまで保証金の納付と無関係

だった多数の企業も積立金の準備に追

われるようになった。また、中西部地域

を除いて、制限類商品加工貿易に従事す

る来料加工企業は新たな請負ができな

くなった。 

外資企業は 44 号公告とその前の

財税[2007]90 号公告による影響

を抑えるために、様々なロビー活

動を行った。その中、香港では、

加工貿易企業に留まらず、重要な

財界団体と政府機関も、熱心に陳

情活動を行った。外資企業のロビ

ー活動によって、中国政府の緩和

策が実施されたが、企業の関心度

が最も高い増値税還付率の引上げ

や積立金問題は改善されなかっ

た。よって、労働集約型の企業の

多数が倒産し、中国の国際貿易に

おける加工貿易の割合は減少し

た。 

5. 2008 年 8 月以降数回の増値税輸出還

付率引き上げを行った。引き上げの対象

の大部分は、2006 年から 2007 年にかけ

て還付率が引き下げられたものである。

6. 商務部・税関総署公告[2008]第 97 号

と第 120 号：44 号公告の措置が暫定的に

停止される。 

これらの緩和策は、外資企業のロ

ビー活動の成果と言うよりも、中

国政府が世界的不況による輸出鈍

化を打開するため一時的な対策で

あると考えられる。つまり、この

緩和策は中国政府の一方的な意図

によるものである。 

出所：筆者整理による。 

 

70 年代末から、90 年代にかけて、加工貿易において、制度変化を促す最も

重要な要因と言えば、中国政府に大きな経済的損失をもたらした密輸問題であ

っただろう。試行錯誤的でありながら、80 年代には、登記手帳による保税品

の管理制度と保証金制度が導入され、90 年代には、銀行保証金台帳制度、密

輸阻止の警察組織、密輸罪及び加工貿易密輸罪の厳罰化、加工貿易に関する商

品と企業の分類管理等の措置が実施された。これらの措置が有効に機能して、

密輸による関税の損失を抑えてきた。表 4は賈(2002)が推定した中国における

1995 年から 2000 年までの脱税額の統計である。表 4によると、90 年代の後半

には、関税の脱税が効果的に抑えられていたことが分かる。2000 年の関税の

脱税額は 95 年のおよそ半分まで抑制された。 
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表 4 中国における脱税額の推定(1995 年-2000 年)            単位: 億元 

 1995 年 1996 年 1997 年 1998 年 1999 年 2000 年 

非農業生産部門 2616 2601 2717 2816 2720 2524 

関税 979.70 680.54 684.06 675.17 330.64 461.06 

個人所得税 28 73 282 338 492 732 

総計 3623.70 3354.54 3683.06 3829.17 3542.64 3717.06 

出所：賈(2002)、68 ページ、表 2-2。 

 

一方、変革された加工貿易制度において、外資企業に不利な経営環境をもた

らした場合、外資企業は中国政府に対して、ロビー活動を行い、規制緩和を積

極的に求めた。80、90 年代にわたって、中国政府は、加工貿易が作り出した

外貨や雇用等の経済利益に対する需要が高く、外資企業のロビー活動にほとん

ど友好的に反応した。その結果、90 年代の終わりには、密輸行為が抑えられ

ながら、外資企業の優遇条件が維持されるという両主体にとって望ましい加工

貿易制度が形成された。つまり、90 年代までには、加工貿易制度の変革は、

中国政府の密輸規制策と外資企業のロビー活動による構築されたのであった。 

ところが、2000 年以降、加工貿易制度の変革は、中国政府の一方的な意図

により構築されたと言えるだろう。2000 年以降、中国経済が力強く成長する

と同時に、外貨準備高も急増した。中国政府は貿易黒字を解消するため、加工

貿易自体に対する抑制政策を実施した。そこで、中国政府は、増値税輸出還付

という輸出企業に対する優遇を削減するだけでなく、労働集約型の加工貿易企

業に対して、厳しい規制策を与えた。そして中国政府は 90 年代から形成して

きた、加工貿易に関する企業‧商品の分類システムと保証金台帳制度を活用し、

労働集約型企業の淘汰を企図した。こうした新規制策に対して、台湾、日本、

香港の外資企業が積極的にロビー活動を行ったが、中国政府から 90 年代のよ

うな友好的な対応を得られなかった。よって、労働集約型の企業の多数が倒産

‧撤退し、中国の国際貿易における加工貿易の割合が減少する結果となった。

2008 年秋以降、中国政府は世界同時不況による輸出鈍化を打開するため、暫

定的ながら大幅な緩和策を実施した。しかしこれら緩和策は一時的なものであ

り、将来的に中国政府の意図によって確実に変化するであろう。 
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二、研究內容 
中国加工貿易におけるロビー活動―取引費用の観点からの分析 

郭 永興（台湾‧南華大学経済学研究科） 
 

1. 前書き 

 何故、最近加工貿易における外資企業は中国政府に対するロビー活動を行うのか。しかも、集団

的に行うのか。 
  1.日系企業：2006 年から、在広州総領事館、広州日本商工会及びジェトロ広州事務所は数回に渡

り、広東省国家税務局、税関総署広東分署及び広東省対外貿易経済合作庁への働きかけや提言

を行った1。 
  2.台湾企業：2007 年 4 月 16 日に、中国各地で結成される「台商協会」（台湾商人協会）は全国総

会「全国台湾同胞投資企業連盟会」2（以下：台企連）を設立した。台企連が設立される目的

は：「台商の利益を守るために…地方の台商協会が解決できない問題に、この台商総会は取り

組む」と台企連の会長張漢文氏は語った3。台企連が設立されて最初の大仕事は、加工貿易の

新政策に対して、中国側への働きかけを行うことである4。台企連の努力によって、台商が望

んだ台商代表と中国副総理呉儀氏の直接会談が実現された5。 
  3.香港企業：2007 年 7 月 31 日に、香港の四大商会の重役と、香港立法会において財界に基盤を

持つ自由党の議員 2 人が広東省の高官達を訪問し、加工貿易新政策についての問題を陳情する
6。また、加工貿易の問題を解決するために、四大商会は 2006 年に中国国家副主席曾慶紅氏や

中国副総理呉儀氏に宛てて嘆願書を提出した7。加工貿易新政策による問題を具体化するため

に、特区政府の諮問機関である大珠江デルタ商務委員会は、加工貿易関連の新政策が香港企業

に及ぼす影響に関する報告書「香港に対する内地加工貿易政策の影響」8を発表した。同報告

書は、最悪の場合、香港系企業約 1500 社が操業停止、1 万社が生産縮小に追い込まれ、37 万 5
千人が失業すると予測している9。 

 

2. ロビー活動の背景―加工貿易への引き締め 

原因：貿易黒字の抑制、貿易摩擦の解消、産業構造の高度化10と環境保護11。 

                                                 
1在広州日本総領事館のウェブサイト（http://www.guangzhou.cn.emb-japan.go.jp/basicinfo/ikenkokan/index.html）:「在広州総

領事館、広州日本商工会及びジェトロ広州事務所と広東省国家税務局との意見交換」、「税関総署広東分署との意見交換」

などの意見書が公表されている。 
2台企連のウェブサイト：http://www.qgtql.com/。 
3「今日台企連を設立、大陸顧問団もある」(台企聯今成立 設有大陸顧問團)、中国時報（台湾）、2007 年 4 月 16 日。 
4「加工貿易政策に追われて、台商は呉儀との会談を望む」(因應加工貿易政策 台商盼與吳儀對談)、経済日報（台湾）、2007
年 8 月 17 日。 

5「国台辦会議：台商陳情、呉儀は明快に答える」(國台辦座談 台商訴苦 吳儀明快回應)、経済日報（台湾）、2007 年 9 月

7 日。 
6「新政策の衝撃、香港商人が広東省高官に陳情」（港商晤粵高層 反應台帳衝擊）、文匯報（香港）、2007 年 7 月 31 日。 
7「四大商会が北京に行こう、加工貿易政策の延期を」（四大商會擬赴京要求緩施）、文匯報（香港）、2006 年 11 月 4 日。 
8 この報告書（內地加工貿易政策對香港的影響）は香港政府の「政制及內地事務局」のウェブサイトからダウンロードで

きる：http://www.cmab.gov.hk/tc/issues/council.htm。 
9「香港ポスト：加工貿易引き締めで香港系企業大打撃か」、中国情報局ウェブサイトの経済ニュース：

http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2007&d=0812&f=business_0812_005.shtml。 
10「『引き締め』が加工貿易に衝撃を与える」（‘紧缩’震荡加工贸易）、『瞭望新聞周刊』、2007 年第 36 期。『瞭望新聞周刊』

は新華社が発行する最重要な週刊である。この週刊に載せた文章の意見は政府の見解とも言える。この文章では、加工貿

易の引き締めは短期的には、国際競争力が低い企業に衝撃を与えるが、長期的には、中国にいい産業調整をもたらすと主

張する。つまり、中国政府は貿易黒字の抑制と産業構造の高度化を実現させるために、一定の外資企業の撤退とそれに伴

う失業等の痛みを予測している。 
11商務部は多様な措置を講じて「両高一資」（高汚染、高エネルギー消耗、資源型）製品の輸出を抑制するという政策を

実施してきた。「加工貿易管理強化に関連する問題の通知」（商务部关于加强加工贸易管理有关问题的通知、

http://www.gov.cn/zwgk/2007-04/17/content_585292.htm）では、加工貿易企業の審査内容に環境保護とエネルギー消費等を

加えることが規定された。 

rainbowsky
文字方塊



 加工貿易抑制政策： 
表一、近年の加工貿易抑制政策 
発表時間 政策の内容 
2005/12/11 加工貿易禁止類商品目録発表 
2006/9/14 一部商品の増値税還付率調整および加工貿易禁止類商品の追加12 
2006/11/1 加工貿易禁止類商品目録追加 
2007/4/5 加工貿易禁止類商品目録発表（既存の通知を調整し現在の目録へ統合）

「商務部・税関総署・環保総局 17 号公告」13 
2007/4/12 加工貿易管理強化に関連する問題の通知14 
2007/6/19 輸出増値税還付率調整に関する通知15 
2007/7/24 加工貿易制限類商品目録追加「商務部・税関総署 44 号公告」 
注）太字は、現在有効な制限・禁止類のリストが添付されている公告 
出所：「香港ニュース」、200７年 10 月号、千葉銀行香港支店。http://www.chibabank.co.jp/hojin/market/report/schina_0710.pdf。 

 

 外資企業に最も影響を与える政策は、2007 年 8 月 23 日から実施された「44 号公告」16。「44 号

公告」では、労働集約産業に関わる繊維 1,539 品目、プラスチックの原料等 150 品目など全関税品

目の約 15％を占める 1,853 品目が制限類に追加されたのである。制限類商品を扱う加工貿易企業は

保証金の納付が課される。保証金の納付（銀行保証金台帳制度）とは、企業分類と商品分類の組み

合わせにより、加工貿易企業から輸出入品の関税と増値税（付加価値税）相当額の全額（100％）、

もしくは半額（50％）の保証金を徴収する。 
表二、加工貿易の新政策によりの保証金納付率 

制限類（2247 品目）     制限分類 
企業分類* 

許可類 
 東部地域** その他地域 

禁止類 
（1140 品目） 

A 類企業 
B 類企業 

0% 50% 0% 

C 類企業  100% 
D 類企業 加工貿易不可 

取扱不可 

出所：表一同。 
*A 類企業：登記 2 年以上で違法・密輸行為の無い等の条件を満たした優良企業、B 類企業：登記直後の企業や軽いミスがあった企業な

ど（殆どの企業が B 類）、C 類企業：商務部、税関総署の規定に定める違法行為があったと認定された企業。D 類企業：税関により密

輸行為があった、或いは違法行為が３回以上あったと認定された企業。 
**北京市、天津市、上海市、遼寧省、河北省、山東省、江蘇省、浙江省、福建省、広東省の 10 都市。 

 

銀行保証金台帳制度は、脱税と密輸を防止するため、90 年代に中国政府によって設けられた。だ

が、今まで「空転」（銀行保証金台帳制度は実施するものの、保証金は徴収しない）が主流で、「実

転」（実際に保証金を税関に納付する）が実施されるのは制限類商品を扱う企業と C 類企業だけで

ある17。また、大体の企業は B 類企業に指定されることによって（郭、2006）、「実転」を必要され

る企業は少ない。しかも、実務上、C 類企業に指定されても、地方政府と地方の税関への働きかけ

                                                 
12 今回の調整では、「両高一資」の製品に加え、繊維品、家具、プラスチック製品など、輸出の牽引役である労働集約型

品目の輸出増値税の還付率を引き下げた（水野 亮、2007）。人民元に対する切り上げ圧力をかわすために、初めに輸出品

の増値税還付率の引き下げを行ったのは、2004 年 1 月 1 日であった（張、2003）。今回はそれ以来の 2 回目である。 
13 禁止類商品とは、中国の対外貿易法などに基づき、国や海関総署が輸出、輸入或いは輸出入を禁止されるものである

（JETRO、2007a）。 
14「加工貿易管理強化に関連する問題の通知」には加工貿易製品の国内販売に関する認可権限を市、県（区）レベルの政

府に権限委譲することが規定された。この規定は、加工貿易で生産された製品は国内での販売と貿易黒字の縮小を促進す

ることを意味する。 
15「輸出増値税還付率調整に関する通知」（关于调低部分商品出口退税率的通知、

http://www.chinatax.gov.cn/n480462/n480498/n575817/6050045.html）によって、2007 年 7 月 1 日から、増値税輸出還付率の

改定は調整期間を置かずに実施された。調整対象は 2831 項目の商品に及び、海関税則商品総数の 37％に当たる広範なも

のとなった。553 項目の「両高一資」商品が還付取り消し、2268 項目の「貿易摩擦を引き起こしやすい商品」が還付率引

き下げとなった。加工貿易の重要な輸出品の衣類については 13％から 11％へ、還付率を 2%引き下げた。 
16「中国の加工貿易政策、年末にまた引き締め」（加工貿易政策 大陸年底再緊縮）、工商時報（台湾）、2007 年 11 月 2 日。 
17「加工貿易審査管理暫定施行弁法」（加工贸易审批管理暂行办法、1999 年 6 月 1 日から実施される）18 条。

http://www.oemchina.net/new/jiamaoxinxi/trade.htm。 



によって、企業が実質の保証金納付を行わない可能性が高いという18。以上の実情によって、今ま

で「実転」は、加工貿易企業にとって脅威にならなかった。しかし、今回の新政策によって、中西

部地区進出する企業以外の、制限類商品を扱う全ての加工企業は税関に実質に保証金を納付しなけ

ればならない。従って、加工貿易に従事する企業にとって資金負担が拡大する。資金力が弱い中小

企業にとって、この新政策は死活問題になる。他に、輸出に伴う増値税還付率の調整（大体の品目

は引下げ）は、加工貿易企業の利潤率を大きく圧迫する。 
 

3. ロビー活動の成果―引き締めの緩和 

 外資企業の陳情‧ロビー活動によって、加工貿易の引き締めが緩和された19。その具体的な成果は： 
 1.加工貿易禁止類商品の調整：2006 年 9 月 14 日に公表された「一部商品の増値税還付率調整お

よび加工貿易禁止類商品の追加」により、多数の品目が禁止類商品に指定されると外資企業は

予測した。香港企業を中心とした外資企業のロビー活動により20、同年 11 月 1 日に商務部、税

関総署、国家環境保護総局が発表した「加工貿易禁止類商品目録」(2006 年第 82 号)号では、影

響が大きいと思われる一部品目については、禁止への指定が見送られた(香港特別行政区政府駐

広東経済貿易弁事処、2006)。また、一年の移行期が設けられた21。 
 2.増値税還付率の再調整は検討中：中国副総理呉儀氏は台商代表と会談した際、引下げた増値税

還付率を検討し、再び引上げる可能性があると約束した（高汚染、高エネルギー消耗、資源型

製品ではない品目に限り）。現在、引上げの品目については、中国政府は調整中である22。また、

2007 年末に公表する予定の増値税還付率の引下げの増加品目が中止された23。 
 3.保証金の納付方式を緩和24：商務部、税関総署、銀行監督委員会は、「台帳保証金の納付方法に

係る公告」（商務部、税関総署公告【2007】71 号25）を公布した。これにより、保証金は現金で

積み立てるほか、税関に対して中国銀行が発行する税金納付保証状を提出することで代替でき

ることが明らかになった。 
 4.制限類商品の保証金に関する緩和：「44 号公告」によれば、制限類商品を扱う加工貿易企業は

保証金の納付が課される。外資企業の反発によって、この政策が緩和された。2007 年 10 日 10
日に、東莞市は全国で最初に外資企業にこの政策を伝えた。この政策は、制限類商品を扱う加

工貿易企業は、製品の高付加価値と技術性を証明できれば、保証金の納付から逃れられるので

ある。この政策は、外資企業にとって、起死回生の政策と言われる26。 
 

4. ロビー活動の理論的分析―取引費用の観点から 

基本観点：加工貿易を「制度」とし、そして中国政府と加工貿易を行う外資企業は、この制度にお

いて自分の利益・効用を極大化する行動をとる「組織」とする。外資企業と中国政府の間には、

                                                 
18「名詞解釈：保証金台帳制度」(「名詞解釋」保證金台帳制度)、工商時報（台湾）、2006 年 10 月 19 日。 
19「香港ポスト：華南 07 年回顧 変わる投資環境（前編）」、中国情報局ウェブサイトの経済ニュース：

http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2008&d=0108&f=business_0108_002.shtml。 
20「加工貿易新政策一年延期」（加工贸易新政缓行一年）、赢周刊（中国）、第 1563 期（2006.11.17）。 
21「輸出加工企業の「加工貿易禁止類商品目録」対応」、中国情報局ウェブサイトの経済コラム：

http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2006&d=1205&f=column_1205_002.shtml。「加工貿易禁止類目録」(2006 年第 82 号）発

布に関する商務部記者会見」、日中投資促進機構ウェブサイトの関連ニュース・資料（2006.11.14）
http://www.jcipo.org/news/20061114.pdf。 
22 「加工貿易新政策 台湾企業は移行期を要求」（加工貿易新措施 台商爭取緩衝期）、経済日報（台湾）、2007 年 9 月 8
日。 
23「増値税還付率引下げ政策が減速される」（大陸出口退稅調整將減速）、経済日報（台湾）、2007 年 9 月 10 日。 
24「保証状が保証金に替わり、来年普及」（保函取代關稅保證金 明年普及）、経済日報（台湾）、2007 年 11 月 2 日。 
25 公告の内容は中国商務部のウェブサイトで参考できる：

http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/b/e/200709/20070905062889.html と
http://www.mofcom.gov.cn/aarticle/ae/ai/200709/20070905064100.html。 
26 「台湾企業大反発、中国の輸出政策逆転」(台商大反彈 大陸出口政策逆轉)、工商時報（台湾）、2007 年 10 月 12 日。 



取引関係が存在する。外資企業はこの取引関係における取引費用を減少するために、ロビー活動

を行う。 
取引関係：加工貿易を簡単に言えば、外資企業は、原材料を海外から輸入し、加工した製品を中国

国内に転売しないで、海外へ輸出するということである。加工貿易制度において、中国政府と外

資企業の取引は、中国政府は税制の優遇を外資企業に提供し、外資企業は外貨、仕事の機会、技

術のスピルオーバーを中国にもたらす。 
取引費用：市場における取引費用は 3 種類に分類することができる。それは、探索・情報費用、交

渉・決定費用と監視・履行費用である。外資企業と中国との取引関係に存在する主な取引費用は

監視・履行費用である。監視・履行費用とは、契約の実行と、契約の条件を遵守しているかどう

かを確かめるために契約の相手方の監視に係る費用である。そして、監視費用が高い場合、つま

り有効な監視が実行されにくい場合、契約違反が起こる可能性が高い27。90 年代には、中国政府

は外資企業に対する有効な監視が実行できないので、密輸が横行した。密輸問題を解決するため

に、中国政府は 90 年代末に、銀行保証金台帳制度、企業分類や法律改正などの改革を行った。

これらの改革によって、加工貿易においては、外資企業に対する中国政府の強い立場が確立され

た（郭、2006）。 
取引の条件の変化：加工貿易制度が成立した頃、外資企業がもたらす貿易黒字は、中国に欠かせな

い外貨の取得の手段であった。だが、近年、外資企業がもたらす貿易黒字は、人民元の切り上げ

を圧迫する。中国政府は貿易黒字を解消するために、労働集約の外資企業（貿易黒字以外に、中

国にもたらすメリットは少ない）との取引を中止しようとしている。外資企業に対して、90 年代

に確立された中国政府のコントロール手段（銀行保証金台帳制度や企業分類等）と外資企業の税

務優遇の取消しは、取引関係を中止するいい方法になっている。 
ロビー活動：外資企業にとって、中国政府の加工貿易の引締めは、一方的に取引条件を変えること

を意味する。外資企業は、今まで通りの取引条件（優遇政策）を継続させるために、ロビー活動

を行う。したがって、外資企業のロビー活動は、中国政府との取引を続行させるための履行費用

と解釈できる。ロビー活動においては、外資企業は、貿易黒字以外のメリット（仕事の機会、技

術のスピルオーバー）を強調した。その結果、一定の緩和を得た。つまり、ある程度の取引条件

が継続できるのである。 
 

5. 結論とこれからの研究 
 加工貿易制度においては、中国政府は、外資企業に対して一方的に取引条件を変えるほど強い立

場を持つのである。外資企業はロビー活動によって、納得できる取引条件を継続させることができ

るが、取引費用（ロビー活動の機会コスト）を支払わなければならない。 
これからの研究 

1.2006 年以後の外資企業のロビー活動と、90 年代末の外資企業のロビー活動（郭、2006）との比較

研究である。 
2.加工貿易制度において、組織の変化：例えば、台湾企業については、全国性の企業協会が成立さ

れた。2006 年以後、台湾企業のロビー活動は、全国総会が中心役になっている。日本企業につい

ては、2006 年以後の加工貿易に関する日本企業のロビー活動は、在広州総領事館、広州日本商工

会及びジェトロ広州事務所など公的組織が連携して行うことが中心になっている。これは 90 年

代には見られなかったことである。 
 
参考文献 

                                                 
27 E. G. Furubotn and R. Richter（1997, pp.42-43). 



 
日本語 
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JETRO（2007b）、「保証金の納付方式を緩和－加工貿易企業の資金負担軽減を図る」『通商弘報』J2007 年 9
月 13 日（http://www3.jetro.go.jp/jetro-file/search-text.do?url=13001743）。 
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中 国 経 済 学 会
第7回全国大会プログラム

日時：2008年6月21日(土)～22日(日)

会場：一橋大学（国立　東キャンパス　東1号館）

（http://www.hit-u.ac.jp/index.html）

後援：一橋大学北京事務所

 

第７回全国大会運営委員会

 

委員長　江夏　由樹（一橋大学）

委　員　佐藤　　宏（一橋大学）

委　員　南　　裕子（一橋大学）

 

 

【　大　会　次　第　】

　6月21日(土)

       理事会　　　　　　11：30～13：15    1階　会議室
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       受付開始　　　　　12：30～　　　　　１階

       分科会報告　　　　13：30～17：10 　 2階 1201室、1202室、

3階 1301室、1304室

       途中休憩　　　　　15：10～15：30  

       会員総会　　　　　17：20～18：00    2階 1201室

       懇親会　　　　　　18：10～19：40    一橋大学生協東プラザ・カフェテリア

 

　　　6月22日(日)

　　　　受付開始　　　　 9：00～　　　　　   1階

        分科会報告　　　 9：30～12：10　   2階 1201室

3階 1301室、1304室

        昼食　　　　　　12：10～13：10   

        特別講演　　　　13：10～14：20     2階1201室

　　　　休憩　　　　　　14：20～14：30  

        パネル討論　　　14：30～16：30　   2階1201室　

1日目（分科会報告）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 6／21(土) 座

長

第一会場　　２F １２０１室　 座

長

第二会場 　　 ２F １２０２室　 座

長

第三会場　　３F １３０１室 座

長

第四会場　　３F １３０４室　　

S1　中央集権と地方分権

現代（特別分科会）

A　環境・地域 B  金融 C　企業経済　  

 13:30 題目 加藤
弘
之・

中国の地域別不動産価格の動向
　－不動産価格の変動要因と政
府の価格抑制策―

　
　
　
薛進

中国の地域経済格差の動向と資本投
資による格差への影響

　
　
　
藤村

Finance-growth nexus in China:A 
Re-assessment

　
　
　
川井

グローバリゼーションにおける多
国籍企業のローカリゼーション－
日系企業の対中現地化戦略研究－
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神戸
大学 軍・

名古
屋大
学

幸
義・
拓殖
大学

伸
一・
愛知
大学

～
報告者 吉富拓人（横浜国立大・院生、北

京日本大使館専門調査員）
于文浩（中央大学・院生） 李佳（愛知大学国際中国学研究セ

ンターICCS研究員）
薛軍（長崎大学）

14:20
討論者 梶谷懐（神戸学院大学） 矢野剛（徳島大学） 戴二彪（国際東アジア研究セン

ター）　
服部健治（中央大学）

 14:20 題目 「積極果敢な楽観主義者」として
の地方政府―地方主導型発展パ
ターンの変容―

中国の淮河流域における水汚染の防止
と産業構造の調整

中国の株価に対する金融変数の影
響

中国企業における国家株比率と企
業の収益性の関係

～ 報告者 梶谷懐（神戸学院大学） 羅集広（横浜国立大学・院生） 張艶（福岡女子大学） 蘇剣（東北大学・院生）

15:10討論者 内藤二郎（大東文化大学） 高田誠（明海大学） 古島義雄（玉川大学） 村上直樹（日本大学）

15:10～15:30 休　憩 休　憩 休　憩 休　憩

 15:30 題目 中国における再分配システムの
現状－中央・地方の視点から

中国経済発展における環境会計導入の
必要性

企業間信用：その貢献とメカニズ
ム－蘇南地域の実態調査から－

中国加工貿易におけるロビー活動
－取引費用の観点からの分析－

～
報告者 内藤二郎（大東文化大学） 哈申（県立広島大学・院生）、藤田泉

（県立広島大学）
白石麻保（北九州市立大学）、 
矢野剛（徳島大学）

郭永興（台湾・南華大学）

16:20
討論者 吉富拓人（横浜国立大・院生、北

京日本大使館専門調査員）

カク　仁平（東洋大学） 劉徳強（京都大学） 薛軍（長崎大学）

 16:20  総括討論（加藤弘之、吉富拓人、
梶谷懐、内藤二郎）

 

The Examination of Poverty

-ｔargeting of NGOs Microcredit 
in Rural China Theory and 
Evidence

 

 

～   張偉（山口大学・院生）

17:10   寶劔久俊（アジア経済研究所）

＊会員控室：３Ｆ１３０２室
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２日目（分科会報告、特別講演、パネル討論）

 6／22(日) 座

長

第一会場　　２F １２０１室

S2中央集権と地方分権

経済史 （特別分科会）

座

長

第二会場　　３F １３０１室

　　　　　D　労働・格差   

座

長

第三会場　　３F １３０４室

E　農業・農村    

9:30

～

　　10:20

題目 江夏
由
樹・
一橋
大学

1930年代、重慶における銀行設立ブームと
「銀行業界」の形成

　
　
　
牧野
文
夫・
法政
大学

教育の内部収益率と中国都市部の所得格差

－1988～2002－

　
　
　
藤田
泉・
県立
広島
大学

新疆ウイグル自治区における農業生産の効率性分
析－地方と兵団の比較の視点から－

報告者 林幸司（亜細亜大学・日本大学） 馬欣欣（慶應義塾大学） ウマルジャン・アイサン（京都大学JSPS特別研究
員）、張冬雪（京都大学・院生）

討論者 千葉正史（明治学院大学） カク　仁平（東洋大学） 高田誠（明海大）

10:20

～

11:10

題目 清末における近代交通行政体制の確立と中
央・地方関係の再編

北京における男女間職業分離仮説の実証分析－お茶
の水女子大学F-GENS中国（北京）パネル調査2004
の小分類職種データを用いて－

中国農村部の所得分布とその規定要因－1999年安
徽省・四川省農家調査の個票データを用いて－

報告者 千葉正史（明治学院大学） 石塚浩美（自由が丘産能短期大学） 孟哲男（桃山学院大学・院生）、厳善平（桃山学
院大学）

討論者 田中比呂志（東京学芸大学） 何立新（一橋大学） 戴二彪（国際東アジア研究センター）

11:10～11:20 休　憩 　　　休　憩 休　憩

11:20

～

12:10

題目 近代中国における「中央」と「地方」 Forming a Kuznets Curve among Chinese Provinces 中国の大飢饉時期における過大報告現象

報告者 田中比呂志（東京学芸大学） 大西広（京都大学） 張志宇(山口大学・院生)

討論者 林幸司（亜細亜大学・日本大学） 清川雪彦（東京国際大学） 三橋秀彦（亜細亜大学）

12:10　～　13:10　　昼食休憩
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13:10 

　　　　～

14:20

特別講演  　会場　２F １２０１室　　司会　渡辺利夫（拓殖大学） 
講師　阿南惟茂・前中国大使 
演題　「最近の中国事情と日中関係」

14:20 ～ 14:30   休 憩

14:30

～　16:30

パネル討論  会場　２F １２０１室　　テーマ　21世紀中国のエネルギー問題 
座長  田島俊雄（東京大学）　パネリスト　横井陽一（（社）中国研究所）、堀井伸浩（九州大学）、小泉達治（農林水産政策
研究所）

＊会員控室：３Ｆ１３０２室
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赴大陸地區研究心得報告 
 
計畫編號   
96-2415-H-343-006-SS2 
 
計畫名稱 
科技移轉與加工貿易在中國—對 Lemoine & Unal-Kesenci 工業二元論的挑戰 
 
出國人員姓名 
南華大學 經濟學研究所 助理教授 郭永興 
 
調查時間 
2009 年 9 月 4 日－14 日 

 
工作記要： 
此次，主要是針對全球不景氣，對台灣、日本加工貿易企業的影響進行調查訪問。

訪問成果請看成果報告，此次調查的活動內容如下： 
 
調查團成員： 
山本裕美(Yamamoto Hiromi)京都大學經濟學院教授 
稲田光朗（Inada mitsuo）京都大學經濟學院博士生 
郭 永興（Guo Yung-Hsing）南華大學 經濟學研究所 助理教授 
 
調查行程 

2009 年 9 月 4 日－14 日 

2009.9 地點 活動内容 

4 上海 上海集合 

5 上海 復旦大学訪問 

6 上海 資料収集 

7 上海 深圳 往深圳移動。 

8 深圳 訪問 テクノセンター 

9 
深圳 上午：テクノセンター的内部企業 

下午：台湾企業 

10 
広州 上午：今仙電機製作所 

下午：鳥取三洋電機（深圳 

11 
広州 上午：鬼怒川ゴム 

下午：河西工業 

12 
広州 上午：三池工業 

下午：エイチワン 

13 広州 資料収集 

14 広州  歸國 
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